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同
族
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晴
人
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一
　
大
正
九
年
の
所
得
税
制
度
改
正

二
　
同
族
会
社
問
題
の
発
生

三
　
税
務
署
と
の
交
渉
経
緯

四
　
認
定
配
当
金
に
対
す
る
処
理

五
　
社
員
預
金
の
運
用

六
　
大
正
一
五
年
税
制
改
正
後
の
所
得
税
支
払
い

　
　
お
わ
り
に

は
じ
め
に

大
正
一
四
（
一
九
二
五
）
年
八
月
、
三
井
合
名
会
計
課
は
、
同
社
の
所
得
税
務
を
所
管
す
る
永
代
橋
税
務
署
か
ら
、
一
三
年
上
下
両
期
の
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積
立
金
合
計
九
五
三
万
二
一
三
二
円
を
配
当
と
見
な
し
て
所
得
を
決
定
す
る
旨
の
通
知
を
受
け
取
っ
た
（

）
1

。
そ
れ
は
、「
税
務
署
ニ
於
テ
所
得

税
法
第
七
十
三
条
ノ
二
其
他
所
謂
保
全
会
社
ニ
関
ス
ル
条
項
」
を
適
用
す
る
こ
と
と
し
た
か
ら
で
あ
っ
た
が
、
税
務
署
は
こ
の
措
置
に
伴
い
、

「
審
査
委
員
会
ニ
付
議
ス
ル
コ
ト
ヲ
省
略
ス
ル
為
右
両
期
ノ
利
益
金
処
分
案
ヲ
変
更
シ
法
人
所
得
申
告
書
差
換
方
税
務
署
長
ヨ
リ
懇
々
慫

慂
」
し
て
き
た
。
つ
ま
り
、
税
務
署
の
認
定
に
合
わ
せ
る
よ
う
に
、
す
で
に
合
名
会
社
に
お
い
て
議
決
し
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
行
わ
れ
た
会

計
処
理
を
白
紙
に
戻
し
、
合
名
会
社
の
利
益
金
処
分
の
議
決
を
変
更
す
る
こ
と
を
求
め
て
き
た
。
三
井
合
名
は
、
八
月
一
四
日
に
会
計
課
が

起
案
し
た
「
永
代
橋
税
務
署
ヨ
リ
慫
慂
ア
リ
タ
ル
決
算
変
更
方
拒
否
ノ
件
」
に
基
づ
い
て
、
こ
れ
を
拒
否
す
る
こ
と
と
し
た
が
、
そ
の
た
め

も
あ
っ
て
、
こ
れ
か
ら
数
年
間
、
異
例
の
会
計
処
理
が
行
わ
れ
る
と
と
も
に
、
三
井
合
名
の
利
益
金
処
分
手
続
き
が
改
め
ら
れ
る
こ
と
に
な

っ
た
。
本
稿
で
は
、
こ
の
経
過
を
追
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
の
よ
う
な
税
務
当
局
の
動
き
が
三
井
合
名
の
財
務
・
税
務
に
与
え
た
影
響
を
明

ら
か
に
す
る
。

（
1
）　
会
計
課
議
案
「
永
代
橋
税
務
署
ヨ
リ
慫
慂
ア
リ
タ
ル
決
算
変
更
方
拒
否
ノ
件
」
大
正
一
四
年
八
月
一
四
日
、
会
計
課
『
大
正
十
四
年
　
会
計

課
議
案
並
報
告
』
三
井
文
庫
所
蔵
史
料
　
合
名
三
五
二
。
　

一
　
大
正
九
年
の
所
得
税
制
度
改
正

問
題
の
背
景
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
に
は
、
第
一
次
世
界
大
戦
後
の
所
得
税
制
の
改
正
を
、
法
人
に
対
す
る
課
税
制
度
変
更
を
中
心
に
見

て
お
く
必
要
が
あ
る
。

第
一
次
世
界
大
戦
期
の
日
本
で
は
、
戦
時
の
財
政
膨
張
を
背
景
に
法
人
に
対
す
る
課
税
の
強
化
が
課
題
と
な
っ
て
い
た
。
そ
れ
ま
で
、
所
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得
税
は
、
法
人
所
得
を
対
象
と
す
る
第
一
種
、
国
債
の
利
子
、
預
貯
金
の
金
利
な
ど
を
対
象
と
す
る
第
二
種
、
個
人
の
所
得
に
対
す
る
第
三

種
と
に
分
け
て
制
度
化
さ
れ
、
受
取
配
当
に
対
す
る
課
税
が
免
除
さ
れ
、
法
人
の
税
率
が
相
対
的
に
低
い
こ
と
な
ど
、
法
人
に
対
す
る
軽
課

が
特
徴
的
で
あ
っ
た
（

）
1

。
し
か
し
、
大
正
九
（
一
九
二
〇
）
年
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
、
第
一
に
、
配
当
所
得
に
つ
い
て
、
受
取
配
当
に
つ
い

て
は
法
人
も
個
人
も
所
得
に
総
合
し
て
課
税
す
る
こ
と
、
第
二
に
、
こ
れ
に
伴
っ
て
法
人
の
所
得
を
四
種
に
分
け
て
課
税
す
る
こ
と
と
な

っ
た
（

）
2

。
第
一
点
目
は
、
す
で
に
所
得
税
を
課
せ
ら
れ
た
法
人
か
ら
受
け
取
っ
た
配
当
金
に
つ
い
て
も
課
税
対
象
と
な
る
所
得
に
参
入
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
法
人
税
制
度
の
原
則
が
法
人
実
在
説
に
基
づ
く
も
の
に
転
換
し
た
と
い
う
画
期
的
な
意
味
を
も
つ
も
の
で
あ
っ
た
（

）
3

。
法
人
の

配
当
金
に
つ
い
て
は
、
配
当
金
相
当
分
の
法
人
所
得
に
対
し
て
も
、
支
払
先
の
個
人
所
得
と
し
て
も
課
税
対
象
と
な
る
二
重
課
税
が
認
め
ら

れ
た
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
、
第
二
点
目
に
関
し
て
は
、
法
人
所
得
に
超
過
所
得
、
留
保
所
得
な
ど
の
区
分
を
設
け
た
課
税
制
度
が
新
設
さ

れ
た
（

）
4

。
こ
の
う
ち
超
過
所
得
と
は
、「
各
事
業
年
度
に
お
け
る
所
得
金
額
が
同
年
度
の
資
本
金
額
（
払
込
株
式
金
額
、
出
資
金
額
、
相
互
保

険
会
社
の
基
金
及
び
積
立
金
額
の
合
計
額
）
に
対
し
て
」
年
一
割
を
こ
え
る
と
き
は
、
そ
の
超
過
額
を
超
過
所
得
と
認
定
す
る
も
の
で
、
こ

れ
に
対
し
て
超
過
累
進
税
率
を
適
用
し
て
課
税
す
る
こ
と
に
な
っ
た
（

）
5

。
税
率
は
、
年
一
割
超
二
割
以
下
で
は
四
％
、
年
二
割
超
三
割
以
下
で

は
一
〇
％
、
年
三
割
超
で
は
二
〇
％
の
累
進
税
率
で
あ
っ
た
。
こ
れ
が
通
常
の
法
人
所
得
税
に
上
乗
せ
（
加
算
）
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
た
め
、

高
収
益
企
業
に
対
し
て
は
か
な
り
の
課
税
強
化
で
あ
る
が
、
そ
の
趣
旨
は
、「
法
人
企
業
の
所
得
は
…
法
人
特
殊
の
有
利
な
地
位
に
基
づ
い

て
獲
得
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
資
本
に
対
し
普
通
利
回
り
以
上
の
所
得
を
有
す
る
と
き
は
、
こ
れ
に
相
当
の
負
担
を
課
す
る
を
当
然
と
認

め
た
こ
と
」
に
あ
る
と
説
明
さ
れ
て
い
る
。

も
う
一
つ
の
留
保
所
得
へ
の
課
税
に
つ
い
て
は
、「
法
人
の
各
事
業
年
度
の
所
得
中
、
配
当
そ
の
他
の
処
分
を
な
さ
ず
、
社
内
に
留
保
し

た
金
額
（
各
種
積
立
金
及
び
後
期
繰
越
金
）
を
も
っ
て
留
保
所
得
」
と
認
定
さ
れ
、
社
内
留
保
額
が
払
込
資
本
金
の
半
額
以
下
の
と
き
は
五

％
、
社
内
留
保
額
が
払
込
資
本
金
額
の
半
額
を
超
過
す
る
と
き
は
そ
の
超
過
分
に
対
し
て
一
〇
％
、
社
内
留
保
額
が
払
込
資
本
金
額
を
超
過
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す
る
と
き
は
そ
の
超
過
分
に
対
し
て
二
〇
％
の
累
進
制
と
な
っ
た
。
た
だ
し
、
社
内
留
保
額
が
払
込
資
本
金

額
を
超
過
す
る
と
き
で
あ
っ
て
も
、
留
保
所
得
中
そ
の
事
業
年
度
の
所
得
総
額
の
二
〇
分
の
一
の
金
額
に
つ

い
て
は
五
％
が
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
改
正
は
、
配
当
さ
れ
ず
に
内
部
留
保
さ
れ
た
利
益
額
に

対
す
る
税
率
を
引
き
上
げ
る
も
の
で
あ
っ
た
か
ら
、
企
業
の
利
益
金
処
分
に
際
し
て
、
過
剰
な
利
益
留
保
を

抑
止
し
て
配
当
を
促
す
も
の
で
あ
り
、
受
取
配
当
金
の
非
課
税
廃
止
と
い
う
改
正
に
伴
う
法
人
・
個
人
に
関

す
る
総
合
課
税
に
よ
っ
て
一
層
の
課
税
強
化
を
狙
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
と
い
う
べ
き
で
あ
ろ
う
。
な
お
、
配

当
課
税
に
つ
い
て
は
、
所
得
税
法
改
正
に
関
す
る
審
議
の
中
で
、
税
率
の
引
き
下
げ
や
配
当
金
に
対
す
る
四

割
控
除
な
ど
の
修
正
が
施
さ
れ
た
。

以
上
の
課
税
制
度
を
対
象
と
な
る
法
人
所
得
の
区
分
に
沿
っ
て
示
す
と
第
1
図
の
通
り
で
、
超
過
所
得
Ａ
が
超
過
所
得
税
の
対
象
部
分
、

内
部
留
保
Ｂ
が
留
保
所
得
税
の
対
象
部
分
、
配
当
金
Ｃ
が
配
当
所
得
税
の
対
象
部
分
で
あ
る
。

一
方
、
個
人
に
対
す
る
課
税
（
第
三
種
所
得
課
税
）
に
つ
い
て
は
、
勤
労
所
得
控
除
や
扶
養
家
族
控
除
が
導
入
さ
れ
、
そ
の
結
果
、
そ
れ

ま
で
五
〇
〇
円
で
あ
っ
た
免
税
点
は
、
実
質
的
に
一
〇
〇
〇
円
ほ
ど
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
税
率
は
、
八
〇
〇
円
以
下
〇
・

五
％
か
ら
三
〇
〇
万
円
超
の
三
六
％
ま
で
の
超
過
累
進
税
率
で
あ
っ
た
（

）
6

。
こ
の
第
三
種
所
得
税
率
は
、
そ
れ
以
前
に
は
最
高
税
率
が
三
〇
％

で
あ
っ
た
こ
と
に
比
べ
る
と
、
個
人
所
得
に
つ
い
て
も
税
負
担
の
増
加
に
つ
な
が
る
も
の
で
あ
っ
た
。
急
い
で
付
け
加
え
る
と
、
免
税
点
が

比
較
的
高
か
っ
た
こ
と
も
あ
っ
て
、
有
業
者
中
で
第
三
種
所
得
税
の
納
税
者
比
率
は
、
大
正
九
年
に
は
四
・
九
％
、
一
四
年
に
は
六
・
八
％
、

昭
和
五
年
に
は
三
・
三
％
に
す
ぎ
な
か
っ
た
か
ら
（

）
7

、
こ
の
個
人
課
税
強
化
は
限
ら
れ
た
富
裕
層
に
対
す
る
増
税
で
あ
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
、
三

井
同
族
は
配
当
所
得
へ
の
課
税
に
よ
っ
て
税
負
担
の
増
加
に
直
面
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

配当金C

その他

超過所得
A（資本金
の 1 割超
過部分）

内部留保 B（積立
金・繰越金等）

第 1図　法人所得の区分
注）その他は役員賞与など
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（
1
）　
こ
の
点
を
強
調
し
た
の
は
、
中
村
政
則
『
近
代
日
本
地
主
制
史
研
究
：
資
本
主
義
と
地
主
制
』
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
七
九
年
で
あ
る
。

（
2
）　
以
下
の
税
制
改
正
に
関
す
る
記
述
は
、
大
蔵
省
編
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
一
九
五
五
年
、
お
よ
び
大
蔵
省
編
『
明
治
大
正
財
政

史
』
財
政
経
済
学
会
、
一
九
三
七
年
、
第
六
巻
内
国
税
（
上
）、
大
蔵
省
財
政
史
編
纂
室
編
『
昭
和
財
政
史
』
東
洋
経
済
新
報
社
、
一
九
五
七

年
、
第
五
巻
租
税
な
ど
に
よ
る
。

（
3
）　
こ
の
変
更
に
伴
っ
て
、「
税
法
施
行
地
に
お
い
て
支
払
い
を
受
け
た
公
社
債
の
利
子
（
第
二
種
所
得
）
は
法
人
の
益
金
か
ら
の
控
除
を
廃
止

し
、
す
べ
て
益
金
と
し
て
課
税
す
る
こ
と
」
と
な
っ
た
（
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
一
三
頁
）。

（
4
）　
正
確
に
は
こ
の
改
正
に
よ
っ
て
、
法
人
課
税
に
つ
い
て
は
、
超
過
所
得
・
留
保
所
得
の
ほ
か
、
清
算
所
得
、
外
国
法
人
の
所
得
の
四
種
に
分

け
て
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
（
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
一
五
頁
）。

（
5
）　
超
過
所
得
課
税
は
原
案
で
は
、
年
八
％
を
超
え
る
場
合
に
は
一
％
と
な
っ
て
い
た
が
、
議
会
の
修
正
で
一
割
を
超
過
す
る
も
の
と
な
っ
た
。

（
6
）　
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
一
五
〜
一
七
頁
。

（
7
）　
神
野
直
彦
「
社
会
政
策
的
租
税
政
策
の
展
開
―
1

9

2

0
年
代
の
租
税
政
策
」『
経
済
学
雑
誌
』（
大
阪
市
立
大
学
）
八
六
巻
三
号
、
一
九
八

五
年
、
一
七
頁
。
ま
た
、
一
連
の
所
得
税
制
の
改
正
に
つ
い
て
、
同
族
会
社
の
課
税
問
題
か
ら
明
ら
か
に
し
た
も
の
と
し
て
、
村
上
泰
治
「
同

族
会
社
の
行
為
計
算
否
認
規
定
の
沿
革
か
ら
の
考
察
」『
税
務
大
学
校
論
叢
』
一
一
号
、
一
九
七
七
年
が
あ
る
。
こ
の
文
献
に
つ
い
て
は
、
三

井
文
庫
の
研
究
会
に
お
い
て
井
澤
龍
氏
か
ら
ご
教
授
を
得
た
。
記
し
て
謝
意
を
表
し
た
い
。

二
　
同
族
会
社
問
題
の
発
生

前
節
で
見
た
よ
う
に
、
大
正
九
（
一
九
二
〇
）
年
の
所
得
税
法
改
正
で
は
、「
法
人
か
ら
受
け
る
配
当
金
を
第
三
種
所
得
と
し
て
総
合
課

税
し
た
こ
と
と
、
こ
れ
に
伴
う
第
一
種
所
得
の
課
税
組
織
に
変
革
を
加
え
た
こ
と
が
そ
の
中
心
を
な
す
も
の
」
で
あ
っ
た
。『
所
得
税
・
法

人
税
制
度
史
稿
』
は
、
こ
の
点
に
つ
い
て
、「
最
も
問
題
と
な
る
の
は
配
当
金
の
総
合
課
税
と
留
保
所
得
に
対
す
る
課
税
と
の
関
係
で
あ
っ
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た
。
も
と
も
と
留
保
所
得
に
対
す
る
課
税
は
、
配
当
金
を
総
合
課
税
す
る
こ
と
と
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
個
人
の
大
所
得
者
が
超
過
累
進
に

よ
る
総
合
課
税
を
免
れ
る
た
め
に
一
族
の
所
有
す
る
全
資
産
を
出
資
し
て
同
族
会
社
を
設
立
し
、
利
益
が
あ
っ
て
も
配
当
せ
ず
こ
れ
を
こ
と

ご
と
く
社
内
に
留
保
し
て
所
謂
合
法
的
脱
税
を
図
る
と
い
う
よ
う
な
弊
害
が
生
ず
る
で
あ
ろ
う
と
い
う
こ
と
を
予
想
し
、
こ
れ
を
防
止
す
る

た
め
、
留
保
所
得
に
対
し
五
な
い
し
二
〇
％
の
累
進
課
税
を
行
う
こ
と
と
し
た
の
で
あ
っ
た
」
と
説
明
し
て
い
る
（

）
1

。

と
こ
ろ
が
、
改
正
法
の
施
行
に
対
し
て
、「
留
保
所
得
に
対
す
る
税
率
が
比
較
的
軽
度
」
で
あ
り
、「
第
三
種
所
得
に
対
す
る
平
均
税
率
が

所
得
金
額
三
万
五
千
円
の
あ
た
り
で
す
で
に
一
〇
％
を
こ
え
、
所
得
金
額
三
五
万
円
の
場
合
に
は
留
保
所
得
の
最
高
税
率
二
〇
％
を
超
え

る
」
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、「
同
族
会
社
の
利
用
に
よ
る
脱
税
行
為
は
逐
年
増
加
」
し
た
。
具
体
的
に
は
大
正
一
一
年
に
は
全
国
四
万

四
千
の
法
人
の
な
か
で
同
族
会
社
と
見
な
さ
れ
る
数
が
一
万
一
五
〇
〇
余
社
の
多
数
に
上
っ
て
い
た
。
個
人
所
得
が
三
・
五
万
円
を
超
え
る

場
合
に
は
、
受
取
配
当
の
総
合
課
税
に
よ
っ
て
第
三
種
所
得
税
を
支
払
う
よ
り
は
、
同
族
会
社
を
設
立
し
て
個
人
の
配
当
受
取
を
減
額
し
て

同
族
会
社
の
留
保
所
得
と
し
て
課
税
を
受
け
、
個
人
の
総
合
課
税
の
税
負
担
を
小
さ
く
す
る
こ
と
が
便
宜
の
方
策
と
し
て
と
ら
れ
る
こ
と
に

な
っ
た
の
で
あ
る
。

か
つ
て
、
日
露
戦
後
の
所
得
税
法
改
正
で
は
、
株
主
二
〇
名
以
下
の
株
式
会
社
や
合
資
・
合
名
会
社
は
、
所
得
税
率
が
高
く
、
そ
れ
故
、

少
数
出
資
者
で
構
成
さ
れ
る
同
族
会
社
は
税
負
担
上
不
利
で
あ
り
、
多
額
の
所
得
が
得
ら
れ
る
法
人
企
業
に
対
し
て
は
、
株
式
会
社
化
が
促

さ
れ
た
。
そ
し
て
、
財
閥
な
ど
で
は
、
受
取
配
当
非
課
税
と
い
う
制
度
的
な
枠
組
み
の
も
と
で
、
持
株
会
社
設
立
が
望
ま
し
い
選
択
肢
の
一

つ
と
な
っ
て
、
三
井
合
名
な
ど
の
持
株
会
社
化
、
コ
ン
ツ
ェ
ル
ン
組
織
の
形
成
へ
と
つ
な
が
っ
て
い
た
。

し
か
し
、
大
正
九
年
改
正
で
は
、
す
で
に
ふ
れ
た
よ
う
に
、
こ
の
よ
う
な
関
係
が
大
き
く
変
化
し
た
。
持
株
会
社
も
含
め
て
法
人
企
業
に

関
し
て
も
受
取
配
当
は
所
得
に
加
算
し
て
留
保
所
得
や
超
過
所
得
な
ど
と
し
て
課
税
対
象
と
な
り
、
こ
れ
ら
の
課
税
負
担
を
考
慮
し
た
財
務

政
策
が
必
要
と
な
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
個
人
大
株
主
は
、
上
述
の
よ
う
に
同
族
会
社
を
設
立
し
て
、
利
益
を
留
保
し
、
個
人
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に
対
す
る
高
率
の
総
合
課
税
を
免
れ
よ
う
と
い
う
動
き
を
生
む
こ
と
に
な
っ
た
。
大
正
九
年
以
降
の
「
法
人
成
り
」
の
流
行
は
、
こ
の
よ
う

に
税
制
改
正
が
強
く
影
響
し
て
い
た
。

同
族
会
社
が
所
得
留
保
に
よ
り
課
税
を
逃
れ
よ
う
と
す
る
状
況
に
対
し
て
政
府
は
、
大
正
一
二
年
四
月
に
所
得
税
法
を
改
正
し
て
当
面
の

措
置
を
と
っ
た
。
こ
の
と
き
の
改
正
は
、「
所
得
税
法
第
七
十
三
条
の
二
乃
至
第
七
十
三
条
の
四
の
各
条
に
於
て
所
謂
保
全
会
社
又
は
同
族

会
社
等
の
個
人
的
会
社
に
対
す
る
脱
税
防
止
的
の
特
別
規
定
を
設
く
る
に
至
つ
た
も
の
（

）
2

」
と
説
明
さ
れ
て
い
る
と
お
り
、
臨
時
財
政
経
済
調

査
会
の
議
を
経
て
実
現
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
改
正
の
趣
旨
は
、
同
族
会
社
の
課
税
逃
れ
に
対
す
る
「
制
裁
的
課
税
法
」
を
実
施
す
る
も
の

で
、「
其
の
一
は
会
社
に
於
け
る
不
当
な
る
利
益
の
留
保
即
ち
其
の
目
的
は
利
益
配
当
金
の
個
人
的
課
税
を
免
か
れ
む
と
す
る
に
在
る
も
の

と
認
め
ら
る
も
の
に
対
す
る
特
別
課
税
、
其
の
二
は
会
社
と
個
人
と
の
形
式
的
経
済
関
係
を
利
用
し
依
て
以
て
所
得
税
の
免
脱
を
企
図
す
る

も
の
あ
る
場
合
の
特
別
課
税
に
相
当
す
る
も
の
」
と
言
わ
れ
て
い
る
（

）
3

。
具
体
的
な
改
正
点
は
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
っ
た
（

）
4

。

第
一
に
、
同
族
会
社
を
、「
株
主
ま
た
は
社
員
の
一
人
及
び
そ
の
縁
故
者
の
株
式
金
額
ま
た
は
出
資
金
額
が
そ
の
法
人
の
資
本
金
額
の
二

分
の
一
以
上
を
占
め
る
法
人
」
と
定
義
し
、
該
当
す
る
法
人
に
対
し
て
は
、
留
保
所
得
の
な
か
か
ら
、
一
定
の
条
件
に
当
て
は
ま
る
も
の
に

限
っ
て
、「
所
得
審
査
委
員
会
の
決
議
に
よ
つ
て
、
こ
れ
を
株
主
ま
た
は
社
員
に
配
当
し
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
」
も
の
と
し
た
。

「
一
定
の
条
件
」
と
は
、「
事
業
年
度
末
に
お
け
る
積
立
金
及
び
そ
の
事
業
年
度
の
所
得
中
の
留
保
額
の
合
計
が
、
当
該
事
業
年
度
末
に
お
け

る
払
込
資
本
金
額
の
二
分
の
一
を
超
過
す
る
と
き
は
、
そ
の
超
過
金
額
に
属
す
る
留
保
額
か
ら
当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
二
〇
分
の
一
を
控

除
し
た
金
額
」、
ま
た
「
留
保
金
額
が
当
該
事
業
年
度
の
所
得
の
一
〇
分
の
三
を
超
過
す
る
と
き
は
そ
の
超
過
金
額
」
で
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、

そ
れ
ま
で
内
部
留
保
さ
れ
た
積
立
金
な
ど
と
当
該
年
度
の
留
保
額
の
合
計
が
払
込
資
本
金
を
超
過
し
た
場
合
、
さ
ら
に
留
保
額
が
所
得
の
三

割
を
超
過
す
る
場
合
は
、
超
過
分
は
配
当
し
た
と
見
な
し
、
出
資
者
・
株
主
の
個
人
総
合
課
税
の
対
象
と
見
な
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
に
な

っ
た
。
第
二
に
、「
同
族
会
社
と
そ
の
株
主
、
ま
た
は
社
員
及
び
縁
故
者
と
の
間
の
行
為
に
つ
き
所
得
税
逋󠄂
脱
の
目
的
が
あ
る
と
認
め
る
場
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合
」
は
、
所
得
審
査
委
員
会
の
決
議
に
基
づ
い
て
所
得
計
算
を
で
き
る
こ
と
な
ど
も
定
め
ら
れ
て
い
た
。
第
三
に
、「
第
三
種
所
得
の
決
定

に
脱
漏
が
あ
る
こ
と
を
発
見
し
た
と
き
は
、
そ
の
決
定
を
な
す
べ
き
で
あ
っ
た
年
の
翌
年
か
ら
三
年
間
は
な
お
所
得
調マ
マ査

委
員
会
の
調
査
に

よ
り
政
府
に
お
い
て
そ
の
所
得
金
額
を
決
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
」
な
ど
も
規
定
さ
れ
た
（

）
5

。
こ
の
よ
う
に
同
族
会
社
に
つ
い
て
は
、
所

得
額
が
税
務
当
局
に
よ
っ
て
認
定
さ
れ
る
と
い
う
新
た
な
考
え
方
が
導
入
さ
れ
、
そ
の
乱
用
・
弊
害
を
避
け
る
た
め
に
所
得
審
査
委
員
会
が

設
け
ら
れ
、
そ
の
審
議
に
付
す
こ
と
と
な
っ
た
（

）
6

。
な
お
、
こ
の
法
改
正
に
よ
っ
て
「
同
族
会
社
」
が
定
義
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
ま
で

税
制
に
関
す
る
文
献
な
ど
で
は
、
保
全
会
社
と
同
族
会
社
と
の
区
別
が
曖
昧
な
ま
ま
で
あ
っ
た
が
、
こ
れ
以
降
は
、
税
務
上
で
は
、
同
族
会

社
が
専
ら
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
よ
う
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
れ
が
法
文
上
で
用
い
ら
れ
る
の
は
大
正
一
五
年
改
正
法
（
同
法
第
二
十

一
条
ノ
二
）
で
あ
っ
た
（

）
7

。

以
上
の
改
正
点
の
中
で
三
井
合
名
に
と
っ
て
最
も
影
響
が
あ
っ
た
の
が
、「
配
当
し
た
も
の
と
見
な
す
こ
と
が
で
き
る
」
と
い
う
こ
と
で

あ
っ
た
。
三
井
合
名
の
出
資
者
構
成
・
積
立
金
等
の
内
部
留
保
額
が
「
同
族
会
社
」
の
要
件
を
満
た
し
て
い
た
か
ら
、
同
族
会
社
に
対
す
る

特
別
規
定
の
適
用
は
免
れ
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
冒
頭
で
紹
介
し
た
永
代
橋
税
務
署
か
ら
の
所
得
税
に
関
す
る
通
知
は
、
こ
の
法
改
正

に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
「
特
別
規
定
」
に
依
拠
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。

こ
の
同
族
会
社
認
定
に
関
わ
る
問
題
に
立
ち
入
る
前
に
、
大
正
一
二
年
改
正
後
の
所
得
税
制
改
正
に
つ
い
て
説
明
し
て
お
き
た
い
。
政
府

は
一
二
年
改
正
は
当
面
の
措
置
で
あ
る
と
の
認
識
を
持
っ
て
お
り
、
税
制
整
理
と
い
う
懸
案
解
決
に
向
け
て
大
蔵
省
内
に
税
制
調
査
会
を
設

け
て
、
直
接
国
税
で
は
財
産
税
や
収
益
税
の
導
入
な
ど
を
検
討
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
し
か
し
、
い
ず
れ
も
採
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と

の
判
断
か
ら
（

）
8

、
地
租
・
営
業
税
等
の
収
益
税
を
も
つ
て
所
得
税
制
を
補
完
す
る
制
度
が
存
続
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
う
し
た
制
約
の
下
で

も
課
税
標
準
の
根
本
的
な
改
正
の
必
要
を
認
め
た
政
府
は
、
第
一
に
、
地
租
の
課
説
標
準
を
地
価
か
ら
賃
貸
価
格
に
改
め
る
と
と
も
に
、
第

二
に
、
営
業
税
を
廃
止
し
て
営
業
収
益
税
を
創
設
し
、
第
三
に
、
地
租
、
営
業
収
益
税
と
の
「
権
衡
上
」
新
た
に
資
本
利
子
税
を
起
す
こ
と
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と
し
た
（

）
9

。
こ
の
よ
う
な
税
制
整
理
方
針
に
沿
っ
て
改
正
法
が
準
備
さ
れ
、
そ
の
中
で
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
大
正
一
五
年
一
月
に
以
下
の
よ

う
な
要
綱
の
改
正
案
が
議
会
に
提
出
さ
れ
た
。

改
正
の
要
点
は
、
第
一
に
、「
法
人
の
留
保
所
得
に
対
す
る
累
進
的
課
税
を
廃
止
し
、
留
保
所
得
と
配
当
所
得
（
配
当
金
）
と
の
区
分
を

せ
ず
法
人
の
所
得
総
額
か
ら
非
課
税
所
得
を
控
除
し
た
普
通
所
得
に
対
し
五
％
の
比
例
税
率
を
も
つ
て
課
税
す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
」
で
あ

っ
た
（

）
10

。
こ
れ
に
よ
り
、
前
掲
第
1
図
の
Ｂ
と
Ｃ
の
区
分
が
撤
廃
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
留
保
所
得
課
税
が
「
法
人
の
社
内
留
保
を
少
か
ら
し
め

る
こ
と
と
な
つ
て
事
業
の
基
礎
を
薄
弱
な
ら
し
め
る
」
と
い
う
批
判
や
、「
す
べ
て
の
法
人
に
対
し
て
一
律
の
取
扱
を
す
る
た
め
に
実
際
上

配
当
金
の
綜
合
課
税
を
免
れ
よ
う
と
す
る
意
思
の
な
い
法
人
に
対
し
て
も
適
用
さ
れ
る
こ
と
」
は
適
当
で
な
い
と
認
め
た
た
め
で
、
一
般
の

法
人
に
つ
い
て
は
、
留
保
所
得
に
対
す
る
累
進
課
税
を
撤
廃
し
て
所
得
の
総
額
に
対
し
五
％
の
比
例
税
率
を
課
税
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

た
だ
し
、
第
二
に
「
同
族
会
社
」
に
つ
い
て
は
、「
合
法
的
脱
税
の
防
止
策
」
と
し
て
、
そ
れ
ま
で
は
「
一
定
限
度
を
こ
え
た
留
保
所

得
」
は
、「
配
当
し
た
も
の
と
み
な
す
」
制
度
で
あ
っ
た
の
を
改
め
、「
同
族
会
社
の
一
定
の
限
度
を
こ
え
る
留
保
に
対
し
て
は
一
〇
％
な
い

し
三
〇
％
の
超
過
累
進
税
率
を
も
つ
て
算
出
し
た
税
額
を
、
当
該
同
族
会
社
の
普
通
所
得
に
対
す
る
税
額
に
加
算
し
て
徴
収
す
る
こ
と
と

し
た
（

）
11

」。
こ
の
区
分
の
撤
廃
に
伴
い
、
累
進
税
率
の
上
限
が
二
〇
％
か
ら
三
〇
％
に
引
き
上
げ
ら
れ
、
課
税
逃
れ
を
抑
止
す
る
措
置
と
し
て

は
強
化
さ
れ
た
。

第
三
に
、「
同
族
会
社
の
所
得
計
算
上
所
得
税
逋󠄂
脱
の
目
的
が
あ
る
と
認
め
る
場
合
の
認
定
課
税
の
範
囲
を
拡
張
し
、
単
に
同
族
会
社
と

そ
の
株
主
、
社
員
、
縁
故
者
と
の
間
の
行
為
の
み
で
な
く
、
広
く
同
族
会
社
の
行
為
ま
た
は
計
算
で
そ
の
所
得
ま
た
は
そ
の
株
主
、
社
員
、

縁
故
者
の
所
得
に
つ
き
脱
税
の
目
的
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
者
の
所
得
金
額
を
認
定
に
よ
り
計
算
す
る
こ
と
が
で
き

る
こ
と
と
し
た
」
こ
と
で
あ
っ
た
（

）
12

。

こ
の
ほ
か
重
複
課
税
を
防
ぐ
た
め
に
、
第
一
種
所
得
税
額
か
ら
そ
の
事
業
年
度
に
お
い
て
納
付
し
た
第
二
種
所
得
税
額
を
控
除
す
る
こ
と
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と
し
た
こ
と
、
清
算
所
得
の
計
算
方
法
を
改
め
た
こ
と
、
な
ど
が
法
人
に
関
わ
る
税
制
の
改
正
点
で
あ
っ
た
。
個
人
に
対
す
る
第
三
種
所
得

税
に
つ
い
て
は
、
免
税
点
を
八
〇
〇
円
か
ら
一
二
〇
〇
円
に
引
き
上
げ
る
な
ど
の
負
担
の
軽
減
す
る
措
置
が
と
ら
れ
た
（

）
13

。
こ
の
改
正
案
は
、

大
正
一
五
年
三
月
法
律
第
八
号
を
も
っ
て
公
布
、
同
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
さ
れ
、
こ
の
制
度
が
昭
和
一
五
年
に
所
得
税
の
根
本
的
改
組
が

行
わ
れ
る
ま
で
存
続
す
る
こ
と
に
な
っ
た
（

）
14

。

さ
ら
に
、
こ
う
し
て
確
定
し
た
新
し
い
所
得
税
制
度
に
お
い
て
も
、
第
一
種
所
得
税
の
課
税
標
準
で
あ
る
法
人
の
「
普
通
所
得
」
の
算
定

の
基
準
と
な
る
個
々
の
損
益
の
帰
属
に
つ
い
て
は
法
令
上
に
は
規
定
が
な
く
、「
企
業
の
成
果
計
算
に
お
け
る
個
々
の
具
体
的
事
実
に
つ
い

て
何
を
益
金
と
、
何
を
損
金
と
す
る
か
の
判
断
は
税
務
官
庁
の
解
釈
認
定
に
一
任
さ
れ
て
い
た
」
こ
と
か
ら
、
解
釈
を
巡
っ
て
、
創
業
費
の

扱
い
、
資
産
の
評
価
益
、
固
定
資
産
の
減
価
償
却
な
ど
に
つ
い
て
は
、
昭
和
二
年
一
月
に
「
主
秘
第
一
号
通
牒
」
と
し
て
各
税
務
監
督
局
に

通
達
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
っ
て
税
務
当
局
の
税
務
執
行
上
の
内
規
と
し
て
重
視
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
が
、
そ
の
解
釈
の
正
当
性
に
異
議
を
申

し
立
て
る
行
政
訴
訟
に
お
い
て
争
わ
れ
た
こ
と
も
一
再
な
ら
ず
あ
つ
た
と
い
う
（

）
15

。
こ
の
う
ち
、
固
定
資
産
の
減
価
償
却
に
つ
い
て
は
、
法
人

に
よ
る
任
意
の
償
却
が
行
わ
れ
て
い
た
の
に
対
し
て
、
税
務
当
局
が
適
正
な
耐
用
年
数
、
償
却
比
率
な
ど
を
定
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
計
算

方
法
の
統
一
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
こ
と
は
、
企
業
会
計
の
あ
り
方
に
も
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
に
な
っ
た
こ
と
は
留
意
さ
れ
て

よ
い
。

（
1
）　
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
一
五
〜
一
七
頁
。

（
2
）　
藤
沢
弘
『
株
式
配
当
金
と
所
得
税
』
日
本
租
税
学
会
、
一
九
二
五
年
、
一
四
八
頁
。

（
3
）　
藤
沢
弘
、
前
掲
『
株
式
配
当
金
と
所
得
税
』
一
四
八
〜
一
四
九
頁
。

（
4
）　
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
二
九
〜
三
五
頁
。
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（
5
）　
貴
族
院
は
五
項
目
に
わ
た
る
希
望
条
件
（
配
当
所
得
に
対
し
て
第
二
種
所
得
と
し
て
源
泉
課
税
を
な
す
こ
と
、
同
族
会
社
で
あ
っ
て
も
逋󠄂
脱

の
目
的
を
有
し
な
い
善
意
の
法
人
に
つ
い
て
は
過
当
な
圧
迫
を
加
え
な
い
こ
と
、
第
二
種
所
得
を
法
人
の
総
益
金
か
ら
控
除
す
る
こ
と
等
）
を

付
し
た
上
で
可
決
し
て
い
る
。
な
お
、
原
案
で
は
、「
所
得
税
逋󠄂
脱
犯
の
未
遂
に
対
し
て
も
罰
則
を
適
用
す
る
」
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
た

が
、
こ
れ
は
成
立
案
で
は
削
除
さ
れ
た
。
ま
た
、
個
人
所
得
の
見
直
し
の
期
間
に
つ
い
て
は
、
成
立
案
で
は
一
年
と
な
っ
た
が
、
原
案
で
は
三

年
で
あ
っ
た
（
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
三
〇
頁
）。

（
6
）　
こ
の
改
正
で
は
、「
銀
行
預
金
利
子
に
対
し
広
く
第
二
種
所
得
税
を
課
税
」
す
る
こ
と
も
実
施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
銀
行
預
金
利

子
に
つ
い
て
は
当
時
定
期
預
金
利
子
の
み
が
第
二
種
所
得
と
し
て
課
税
さ
れ
、
他
の
預
金
利
子
は
第
三
種
所
得
に
属
し
て
い
た
た
め
申
告
に
際

し
課
税
洩
れ
と
な
る
も
の
が
多
く
負
担
の
公
平
を
得
な
い
も
の
が
多
か
つ
た
と
い
わ
れ
て
お
り
、
そ
の
是
正
を
企
図
し
て
い
た
（
大
蔵
省
編
、

前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
二
九
〜
三
〇
頁
）。

（
7
）　
山
本
泰
治
、
前
掲
「
同
族
会
社
の
行
為
計
算
否
認
規
定
の
沿
革
か
ら
の
考
察
」
二
四
一
頁
。
な
お
、「
保
全
会
社
」
に
つ
い
て
は
、
法
令
解

説
な
ど
で
は
「
所
謂
保
全
会
社
」
と
表
記
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
、
そ
れ
は
「
有
価
証
券
又
ハ
不
動
産
等
ノ
保
全
ヲ
主
タ
ル
目
的
す
る
会
社
」
と

さ
れ
て
い
る
（
大
蔵
省
主
税
局
長
「
同
族
会
社
に
対
す
る
所
得
税
法
第
二
一
条
の
二
の
加
算
税
額
に
関
す
る
規
定
等
の
適
用
取
扱
方
通
牒
の

件
」
大
正
一
五
年
八
月
九
日
、
ア
ジ
ア
歴
史
資
料
セ
ン
タ
ー
公
開
資
料
、
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
コ
ー
ド1270383

）。
同
族
会
社
の
基
準
に
即
し
て

み
る
と
、
三
菱
合
資
会
社
や
住
友
合
資
会
社
に
も
当
て
は
ま
る
が
、
現
時
点
で
、
三
菱
に
つ
い
て
は
損
益
計
算
と
納
税
に
関
す
る
詳
細
な
記
録

が
見
当
た
ら
な
い
。
住
友
に
つ
い
て
は
、
山
本
一
雄
『
住
友
本
社
史
』（
上
、
京
都
大
学
出
版
会
、
二
〇
一
〇
年
）
に
大
正
一
五
年
改
正
後
の

超
過
所
得
課
税
に
対
す
る
「
加
算
税
」
の
負
担
処
理
の
た
め
の
配
当
政
策
が
変
更
さ
れ
た
こ
と
な
ど
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
る
。
住
友
の
場
合

に
は
、
住
友
友
純
の
死
去
に
伴
う
相
続
税
問
題
が
生
じ
た
こ
と
も
あ
り
、
租
税
問
題
は
一
五
年
以
降
昭
和
期
に
か
け
て
重
要
な
経
営
課
題
と
な

っ
た
よ
う
で
あ
っ
た
（
同
書
、
七
三
一
〜
七
三
七
、
九
二
四
〜
九
三
八
頁
）。
こ
れ
を
別
に
す
る
と
、
一
五
年
改
正
ま
で
に
つ
い
て
具
体
的
な

検
討
が
で
き
る
の
は
、
現
在
の
と
こ
ろ
三
井
合
名
の
ケ
ー
ス
に
限
ら
れ
て
い
る
。

（
8
）　
税
制
調
査
会
は
、
第
一
の
特
別
所
得
税
案
に
つ
い
て
は
、「
特
別
所
得
税
が
一
般
所
得
税
と
同
様
調
査
の
困
難
な
純
収
入
を
課
税
標
準
と
す

る
結
果
一
般
所
得
税
の
欠
陥
を
か
え
っ
て
増
大
せ
し
め
、
ひ
と
た
び
調
査
に
過
誤
が
あ
る
と
き
は
各
人
の
負
担
に
お
い
て
二
重
の
不
均
衡
を
来
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し
、
ひ
い
て
は
脱
税
を
助
長
す
る
と
い
う
見
地
に
お
い
て
採
用
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
し
、
第
二
の
財
産
税
法
案
に
つ
い
て
も
、「
一
面

に
お
い
て
は
、
資
産
所
得
重
課
の
目
的
を
達
し
得
る
こ
と
、
無
収
益
財
産
を
収
益
財
産
化
せ
し
め
る
反
射
作
用
を
有
す
る
こ
と
、
土
地
そ
の
他

の
自
然
増
価
に
課
税
し
得
る
こ
と
等
の
長
所
を
認
め
な
が
ら
も
、
国
民
の
恩
想
及
び
社
会
事
情
か
ら
み
て
、
し
い
て
実
行
す
れ
ば
種
々
の
困
難

に
遭
遇
す
べ
き
こ
と
等
を
考
慮
し
て
遂
に
採
択
す
る
に
至
ら
」
な
か
っ
た
（
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
三
五
頁
）。

（
9
）　
な
お
地
租
と
並
ん
で
収
益
税
の
一
翼
と
な
る
家
屋
税
は
当
時
地
方
税
と
し
て
賦
課
さ
れ
て
い
た
の
で
、
こ
れ
を
国
税
に
移
管
す
る
か
ど
う
か

が
問
題
と
な
つ
た
が
、
地
方
の
財
源
等
を
考
慮
し
て
便
宜
上
地
方
税
と
し
て
賦
課
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

（
10
）　
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
三
六
頁
。

（
11
）　
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
三
六
頁
。
こ
の
改
正
後
、
留
保
所
得
の
超
過
分
に
対
す
る
課
税
が
超
過
所
得
税
と
よ
ば

れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

（
12
）　
同
前
、
三
六
頁
。

（
13
）　
こ
の
ほ
か
第
三
種
所
得
税
に
つ
い
て
は
、
①
一
二
〇
〇
円
以
下
の
金
額
に
対
す
る
税
率
を
〇
・
八
％
、
一
二
〇
〇
円
を
超
え
る
金
額
に
対
す

る
税
率
を
二
％
と
し
た
こ
と
、
②
山
林
所
得
に
つ
い
て
は
、
そ
の
所
得
額
を
五
分
し
た
金
額
に
対
す
る
税
額
を
五
倍
し
た
も
の
を
も
っ
て
そ
の

税
額
と
す
る
こ
と
、
③
所
得
の
計
算
方
法
を
原
則
と
し
て
、
前
年
実
績
に
よ
る
こ
と
と
し
た
こ
と
、
④
勤
労
所
得
の
控
除
額
を
、
所
得
総
額
六

〇
〇
〇
円
以
下
に
属
す
る
金
額
に
つ
い
て
は
二
割
、
六
〇
〇
〇
円
を
こ
え
る
分
に
属
す
る
金
額
に
つ
い
て
は
一
割
と
し
た
こ
と
、
⑤
扶
養
家
族

の
控
除
を
、
所
得
総
額
三
〇
〇
〇
円
以
下
の
者
に
つ
い
て
は
、
扶
養
家
族
一
人
に
つ
き
一
律
に
一
〇
〇
円
を
控
除
す
る
こ
と
と
し
た
こ
と
、
⑥

第
三
種
所
得
金
額
の
決
定
時
期
を
従
来
の
八
月
か
ら
五
月
に
繰
り
上
げ
、
こ
れ
に
伴
っ
て
申
告
期
限
も
四
月
末
か
ら
三
月
一
五
日
ま
で
と
改
め

た
こ
と
、
⑦
第
三
種
所
得
税
の
納
期
を
、
従
来
の
九
月
、
一
一
月
、
一
月
、
三
月
の
四
期
か
ら
、
七
月
、
一
〇
月
、
一
月
、
三
月
の
四
期
と
し

た
こ
と
、
な
ど
で
あ
っ
た
（
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
三
七
〜
三
八
頁
）。

（
14
）　
こ
の
所
得
税
制
に
つ
い
て
は
、
田
中
豊
『
税
法
』（
三
笠
書
房
、
一
九
三
九
年
、
九
〇
頁
）
が
、「
所
得
を
総
合
し
た
上
で
、
最
低
生
活
費
と

か
家
族
控
除
費
等
の
人
的
考
慮
を
行
ひ
、
斯
く
し
て
算
出
し
た
る
課
税
所
得
に
累
進
税
率
を
以
て
課
税
し
て
始
め
て
所
得
税
が
折
角
総
合
課
税

主
義
を
採
用
し
な
か
ら
、
一
部
の
利
子
所
得
に
付
源
泉
課
税
の
例
外
を
認
め
て
ゐ
る
こ
と
は
理
論
上
は
慥
か
に
一
の
欠
陥
で
あ
ろ
う
」
と
指
摘
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し
て
い
る
と
い
う
（
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
三
八
頁
よ
り
再
引
用
）。

（
15
）　
大
蔵
省
編
、
前
掲
『
所
得
税
・
法
人
税
制
度
史
稿
』
四
八
頁

三
　
税
務
署
と
の
交
渉
経
緯

以
上
の
よ
う
に
、
冒
頭
で
示
し
た
永
代
橋
税
務
署
か
ら
の
「
慫
慂
」
は
、
大
正
一
二
（
一
九
二
三
）
年
四
月
に
所
得
税
法
改
正
に
よ
り
新

設
さ
れ
た
「
所
謂
保
全
会
社
又
は
同
族
会
社
等
の
個
人
的
会
社
に
対
す
る
脱
税
防
止
的
の
特
別
規
定
」
に
沿
っ
た
も
の
で
あ
っ
た
。

と
は
い
え
、
制
度
上
は
税
務
当
局
が
「
配
当
し
た
と
見
な
し
て
」
課
税
す
る
こ
と
が
基
本
で
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
永
代
税
務
署
は
、

こ
の
認
定
の
妥
当
性
に
つ
い
て
「
審
査
委
員
会
ニ
付
議
ス
ル
コ
ト
ヲ
省
略
ス
ル
為
右
両
期
ノ
利
益
金
処
分
案
ヲ
変
更
シ
法
人
所
得
申
告
書
差

換
方
」
を
「
慫
慂
」
し
て
き
た
こ
と
か
ら
、
三
井
合
名
は
、
次
の
よ
う
に
回
答
し
た
。

　
税
務
署
ガ
当
会
社
ヲ
保
全
会
社
ト
シ
テ
取
扱
フ
コ
ト
ヲ
当
社
ニ
内
示
ス
ル
迠
ニ
ハ
上
級
官
庁
ト
熟
議
ノ
上
ナ
ル
由
、
且
ツ
当
社
ノ
状

況
ハ
税
法
ノ
条
件
ニ
適
合
致
シ
居
リ
候
ニ
付
キ
此
ノ
取
扱
方
ニ
対
シ
テ
ハ
異
議
申
立
ノ
余
地
有
之
間
敷
ト
存
候

　
税
務
署
ガ
審
査
委
員
会
ニ
付
議
ス
ル
コ
ト
ヲ
省
略
セ
ン
ト
ス
ル
ハ
審
査
委
員
中
ニ
民
間
側
ヨ
リ
任
命
セ
ラ
レ
タ
ル
者
混
在
ス
ル
ニ
付

キ
之
等
ノ
委
員
ニ
内
容
ヲ
関
知
セ
シ
メ
サ
ル
コ
ト
ヲ
得
ハ
徴
税
上
ノ
秘
事
ヲ
小
範
囲
ニ
局
限
ス
ル
所
以
ナ
リ
ト
ス
ル
親
切
ニ
出
ツ
ル
モ

ノ
ニ
候

　
然
ル
ニ
審
査
委
員
会
ノ
付
議
省
略
ハ
当
社
ノ
欲
セ
サ
ル
所
ニ
ハ
無
之
候
へ
共
、
審
査
委
員
以
外
ニ
モ
税
務
官
吏
中
多
数
ノ
関
与
者
有

之
義
ニ
付
キ
審
査
委
員
会
ノ
ミ
ヲ
顧
慮
ス
ル
ニ
急
ニ
シ
テ
商
法
ノ
条
項
ニ
違
反
シ
テ
迠
デ
会
社
総
会
決
議
済
ノ
利
益
処
分
変
更
ナ
ル
税
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務
署
ノ
提
案
ヲ
容
ル
ル
ハ
聊
カ
事
ノ
大
小
ヲ
忘
ル
ル
嫌
ア
リ
ト
存
候
（

）
1

つ
ま
り
、「
保
全
会
社
（
同
族
会
社
）」
と
認
定
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
は
異
議
は
な
く
、
ま
た
納
税
上
の
秘
密
保
持
を
配
慮
し
た
税
務
署

の
判
断
に
つ
い
て
も
理
解
を
示
し
な
が
ら
も
、
社
員
総
会
に
お
い
て
、
定
款
に
従
っ
て
議
決
済
み
の
利
益
金
処
分
を
変
更
す
る
こ
と
は
「
商

法
違
反
」
と
判
断
し
て
拒
否
し
た
の
で
あ
る
。

こ
の
回
答
に
つ
い
て
永
代
橋
税
務
所
長
よ
り
追
加
的
な
説
明
が
求
め
ら
れ
た
た
め
、
商
法
の
専
門
家
で
あ
る
原
嘉
道
の
意
見
も
聞
い
た
上

で
、
三
井
合
名
会
計
課
は
、
次
の
よ
う
に
回
答
し
た
（
傍
線
部
が
原
に
よ
る
加
筆
部
分
）

○
要
旨

　
合
名
会
社
純
益
金
処
分
ノ
決
議
変
更
ハ
無
効
ナ
リ

　
　
理
由
　
商
法
第
二
十
六
条
、
第
二
十
七
条
、
第
六
十
七
条
及
び
条
理
ニ
依
ル

○
説
明

　
順
序
ト
シ
テ
決
議
変
更
ナ
ル
字
句
ノ
内
容
ヲ
検
ス

　
イ
　
後
ノ
社
員
総
会
ニ
於
テ
前
ノ
総
会
ノ
決
議
ヲ
取
消
シ
且
ツ
之
ニ
代
ル
后
ノ
決
議
ノ
効
力
ヲ
遡
及
セ
シ
ム

　
ロ
　
后
ノ
総
会
ニ
於
テ
前
ノ
総
会
ニ
於
テ
決
議
シ
タ
ル
事
項
ニ
変
更
ヲ
加
フ
ル
コ
ト
ヲ
決
議
ス
ル
モ
其
ノ
決
議
ニ
遡
及
力
ヲ
認
メ
ス

将
来
ニ
対
シ
テ
ノ
ミ
効
力
ヲ
生
セ
シ
ム

　
右
二
様
ノ
場
合
ヲ
呼
ブ
ニ
当
リ
往
々
共
ニ
決
議
変
更
ナ
ル
字
句
ヲ
使
用
ス
ル
コ
ト
ア
リ
、
然
ル
ニ
ロ
ハ
世
上
普
通
ニ
行
ハ
ル
ル
所
ニ

シ
テ
勿
論
有
効
ナ
レ
共
其
実
質
ハ
決
議
ノ
変
更
ト
名
ツ
ク
ル
ヨ
リ
モ
寧
ロ
新
規
ノ
決
議
ナ
リ
ト
解
ス
ル
ヲ
適
当
ト
ス
、
イ
ハ
俗
ニ
謂
フ
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決
議
ノ
仕
直
シ
ニ
シ
テ
決
議
変
更
ナ
ル
字
句
に
適
合
ス
レ
共
其
ノ
効
力
ハ
消
極
ニ
解
ス
ル
コ
ト
穏
当
ナ
ル
ガ
如
シ
。
何
ト
ナ
レ
ハ
既
ニ

効
力
ヲ
生
シ
タ
ル
事
項
ヲ
変
更
ス
ル
カ
如
キ
ハ
之
カ
為
メ
ニ
他
ニ
利
害
関
係
ヲ
及
ホ
サ
ス
、
又
秩
序
ニ
影
響
ヲ
及
ホ
サ
サ
ル
場
合
ノ
外
、

認
容
セ
ラ
ル
ヘ
キ
モ
ノ
ニ
ア
ラ
ズ
、
然
ル
ニ
若
シ
イ
ヲ
モ
有
効
ナ
リ
ト
ス
ル
ト
キ
ハ
会
社
内
外
ノ
関
係
ニ
於
テ
甚
シ
ク
秩
序
ヲ
混
乱
セ

シ
ム
、
定
款
ノ
変
更
役
員
ノ
解
任
其
他
一
見
決
議
ノ
変
更
ト
見
ユ
ル
コ
ト
ア
レ
共
実
ハ
ロ
に
属
ス
、
イ
ニ
属
ス
ル
遡
及
力
ア
ル
決
議
変

更
ハ
常
識
的
ニ
モ
許
容
セ
ラ
ル
ベ
キ
ニ
ア
ラ
ズ
、
株
式
会
社
ノ
規
定
中
一
六
三
条
ノ
二
ニ
於
テ
無
効
ノ
決
議
ニ
ス
ラ
一
ヶ
月
内
ニ
訴
ニ

依
ル
異
議
ナ
キ
ト
キ
ハ
遂
ニ
有
効
ナ
ル
決
議
ト
ナ
リ
了
ル
旨
ノ
定
メ
ア
ル
モ
亦
タ
秩
序
維
持
ノ
精
神
ヨ
リ
株
主
総
会
決
議
ノ
確
定
性
ヲ

尊
重
ス
ル
必
要
ニ
出
タ
ル
モ
ノ
ト
解
セ
ラ
ル

　
利
益
金
処
分
ノ
決
議
変
更
モ
同
様
ノ
理
由
ニ
依
リ
之
ニ
遡
及
力
ヲ
認
ム
ル
コ
ト
ヲ
得
ズ
、
若
シ
イ
ニ
属
セ
シ
メ
后
日
既
往
年
度
ノ
利

益
配
当
額
ニ
変
更
ヲ
加
ヘ
得
ル
ト
セ
ン
カ
出
資
者
ハ
正
当
ニ
行
ハ
レ
タ
ル
既
収
ノ
配
当
金
ヲ
取
返
サ
ル
ル
コ
ト
ア
リ
テ
不
測
ノ
損
害
ヲ

受
ク
可
ク
、
会
社
ノ
債
権
者
及
出
資
者
ノ
債
権
者
モ
亦
之
カ
為
メ
ニ
迷
惑
ヲ
蒙
ル
ヲ
免
レ
ス
、
又
タ
税
務
上
ニ
ハ
実
際
後
ニ
行
ハ
ル
ル

配
当
金
ニ
対
シ
既
往
改
廃
ノ
税
法
ヲ
適
用
セ
サ
ル
ベ
カ
ラ
サ
ル
コ
ト
ト
ナ
リ
共
ニ
公
序
ヲ
乱
ル
ノ
結
果
ヲ
来
ス
ヘ
シ

　
故
ニ
既
往
年
度
ノ
利
益
処
分
変
更
ヲ
必
要
ト
ス
ル
場
合
ニ
於
テ
採
リ
得
可
キ
手
段
ハ
後
ノ
決
議
ヲ
以
テ
既
往
年
度
ノ
決
議
ヲ
取
消
シ

且
ツ
之
ニ
代
フ
ル
決
議
ニ
遡
及
力
ヲ
認
ム
ル
方
法
ニ
ア
ラ
ズ
シ
テ
後
ノ
決
議
ニ
於
テ
新
ニ
別
ノ
配
当
ヲ
為
ス
コ
ト
ニ
依
リ
爾
后
ノ
会
社

ノ
計
算
状
況
ヲ
変
更
シ
得
ベ
キ
ノ
ミ
、
配
当
及
ビ
賞
与
金
ノ
減
少
ハ
之
ヲ
議
決
ス
ル
モ
其
効
ナ
シ
、
従
テ
前
ノ
決
議
ト
後
ノ
決
議
ト
ノ

中
間
ニ
於
ケ
ル
状
況
ハ
之
ヲ
更
訂
シ
得
可
キ
モ
ノ
ニ
ア
ラ
ス

　
而
シ
テ
新
決
議
ニ
依
リ
配
当
ヲ
為
ス
ニ
ハ
六
七
条
一
〇
五
条
一
九
五
条
ニ
遵
ヒ
損
失
ノ
補
填
ヲ
必
要
ト
シ
損
失
ノ
有
無
ハ
一
九
〇
条

所
定
ノ
書
類
ヲ
作
成
シ
（
即
チ
決
算
ヲ
行
ヒ
）
テ
之
ヲ
検
セ
サ
ル
ヘ
カ
ラ
ス
、
合
名
会
社
ノ
条
項
中
カ
カ
ル
明
文
ナ
シ
ト
雖
モ
二
六
条
、

六
七
条
遵
奉
ノ
道
程
ト
シ
テ
同
様
ノ
手
続
ヲ
必
要
ト
ス
、
況
ン
ヤ
本
会
社
ニ
ハ
二
七
条
の
適
用
ア
ル
ヲ
以
テ
配
当
期
ニ
作
リ
タ
ル
貸
借
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対
照
表
ニ
依
ラ
ズ
シ
テ
利
益
ノ
配
当
ヲ
為
シ
得
ベ
キ
ニ
ア
ラ
ザ
ル
ニ
於
テ
オ
ヤ

　
既
往
年
度
ノ
決
算
ニ
際
シ
幾
何
ニ
多
額
ノ
積
立
金
ヲ
剰
シ
タ
リ
ト
モ
現
在
夫
レ
以
上
ノ
損
失
ヲ
醸
シ
居
ラ
ン
カ
其
ノ
会
社
ハ
欠
損
ノ

状
況
ニ
在
ル
モ
ノ
ニ
シ
テ
配
当
ヲ
為
ス
コ
ト
ヲ
得
ズ
第
二
七
条
ノ
規
定
モ
カ
カ
ル
誤
謬
ヲ
回
避
セ
シ
ム
ル
趣
旨
ナ
ラ
ン

　
世
上
中
間
配
当
ト
称
シ
決
算
ヲ
為
サ
ス
シ
テ
配
当
ヲ
為
ス
向
ア
レ
共
吾
等
ハ
之
ヲ
以
ト
商
法
違
反
ナ
リ
ト
目
ス
ル
モ
ノ
ナ
リ
（

）
2

要
点
は
、
法
理
論
上
、
総
会
決
議
の
確
定
後
の
変
更
は
、
ど
の
よ
う
な
か
た
ち
で
利
害
関
係
者
に
影
響
を
及
ぼ
す
か
明
瞭
で
は
な
い
こ
と

で
あ
っ
た
。
し
か
も
内
部
留
保
率
は
定
款
に
よ
っ
て
利
益
金
の
三
分
の
一
以
上
と
定
め
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
に
従
わ
な
い
決
議
に
対
す
る
同

族
各
家
の
理
解
を
得
に
く
い
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
だ
け
で
は
な
く
、
こ
の
よ
う
な
抗
弁
に
は
、
三
井
同
族
と
三
井
合
名
と
の
関
係
に
お
い

て
、
決
議
変
更
に
伴
っ
て
生
じ
る
で
あ
ろ
う
問
題
点
に
関
す
る
危
惧
が
存
在
し
て
い
た
と
推
測
さ
れ
る
。
そ
れ
は
、
変
更
に
伴
う
税
額
の
増

加
で
あ
っ
た
。

『
大
正
十
四
年
会
計
課
議
案
』
に
綴
り
こ
ま
れ
て
い
る
文
書
の
中
に
、
大
正
一
三
年
上
下
両
期
の
申
告
額
と
税
務
署
決
定
額
が
第
1
表
の

よ
う
に
示
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
税
務
署
は
法
令
に
沿
っ
て
大
正
一
三
年
度
上
下
期
の
利
益
か
ら
申
告
で
は
八
三
〇
万
円
で
あ
っ
た
配
当
金
を
一
七
五
五

万
円
の
支
払
と
見
な
し
、
三
井
合
名
の
所
得
税
額
を
五
二
万
円
ほ
ど
減
額
す
る
一
方
で
、
一
四
年
度
に
当
該
配
当
に
よ
っ
て
生
ず
る
三
井
家

同
族
の
所
得
税
負
担
を
一
七
四
万
円
弱
増
加
す
る
こ
と
を
決
定
し
て
い
た
。
こ
れ
に
関
連
し
て
、
会
計
課
で
は
、
第
1
表
に
示
し
た
計
数
に

続
け
て
、
年
間
利
益
額
が
二
二
〇
〇
万
円
と
な
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
普
通
会
社
と
保
全
会
社
の
税
負
担
に
つ
い
て
、
計
算
例
を
報
告
し

て
い
た
（
第
2
表
）。
年
間
利
益
の
想
定
額
は
大
正
一
三
年
度
実
績
に
見
合
う
も
の
で
あ
っ
た
が
、
こ
の
計
算
例
に
よ
る
と
、
合
名
会
社
の

税
負
担
は
保
全
会
社
（
同
族
会
社
）
認
定
に
よ
っ
て
七
一
万
円
ほ
ど
軽
減
さ
れ
る
一
方
、
受
取
配
当
額
が
増
加
す
る
同
族
の
個
人
所
得
税
負
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第 1表　大正 13 年度申告額と税務署決定額の対照 単位：円

大正13年 申告額 税務署決定

上期 　総所得 10,956,141 10,956,141
　留保金 2,593,628 547,807
　配当金 5,300,000 7,345,821

　留保税 214,610 25,340
　配当税 245,166 339,801
　付加税 94,714 75,219
　小計 554,490 440,360 △114,130

下期 　総所得 11,091,905 11,091,905
　留保金 7,760,905 554,595
　配当金 3,000,000 10,206,310

　留保税 701,265 25,984
　配当税 140,560 478,200
　付加税 173,416 103,861
　小計 1,015,241 608,045 △407,196

会社所得税減額 △521,326

大正14年度 申告額 改正金額

所得額 北家 1,296,780 2,573,573
伊皿子家外 4 家 3,352,076 6,544,061
松坂家外 4 家 1,213,297 2,295,797

　小計 5,862,153 11,413,431

所得税 北家 310,096 672,037
伊皿子家外 4 家 737,846 1,566,723
松坂家外 4 家 228,988 478,865

　小計 1,276,930 2,717,625

付加税 263,047 559,830

再計 1,539,977 3,277,455 1,737,478

差引増加額 1,216,152

出典）　会計課『大正一四年　会計課議案並報告（税務関係）』三井文庫所蔵資料，合名 352。
　　　「改正金額」とは保全会社と認定したことに伴う課税額。なお，東京税務監督局が作成し

た「三井合名会社大正十三年度所得税関係書」では，「概算」として同族の負担増合計 140
万円，法人の負担減 43.2 万円という計算結果が示されている（アジア歴史資料センター公開
資料，レファレンスコード 1270241）。
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担
は
二
二
四
万
円
ほ
ど
増
加
し
、
差
引
一
五
三
万
円
の
増
税
（
付
加

税
を
合
わ
せ
れ
ば
一
八
四
万
円
の
増
税
）
と
な
る
と
見
込
ま
れ
て
い

た
。
さ
ら
に
同
族
は
資
本
利
子
税
四
〇
万
円
ほ
ど
の
支
払
も
求
め
ら

れ
る
計
算
で
あ
っ
た
。

多
額
の
所
得
税
の
支
払
い
を
三
井
同
族
各
家
は
求
め
ら
れ
る
こ
と

に
な
っ
て
お
り
、
そ
の
金
額
は
三
〇
〇
万
円
を
超
え
る
も
の
で
、
増

額
は
簡
単
に
受
け
入
れ
ら
れ
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
税

制
の
改
正
に
伴
う
増
税
に
抵
抗
す
る
こ
と
は
難
し
く
、
三
井
合
名
は
、

税
務
署
が
求
め
た
利
益
金
処
分
決
議
を
や
り
直
す
こ
と
は
拒
否
し
な

が
ら
、
実
質
的
に
は
税
の
増
額
負
担
を
受
け
入
れ
ざ
る
を
得
な
か
っ

た
。そ

の
場
合
、
問
題
は
同
族
各
家
に
対
し
て
徴
求
さ
れ
る
個
人
所
得

税
の
う
ち
、
認
定
配
当
金
に
対
す
る
課
税
分
は
同
族
各
家
に
配
当
さ

れ
て
い
な
か
っ
た
か
ら
、
こ
れ
に
対
応
し
た
措
置
を
と
ら
な
け
れ
ば
、
三
井
同
族
は
認
定
に
よ
っ
て
増
加
し
た
一
七
〇
万
円
あ
ま
り
を
個
人

資
産
か
ら
支
払
う
必
要
が
生
じ
る
こ
と
、
ま
た
、
次
年
度
以
降
の
決
算
に
お
い
て
、
こ
の
認
定
配
当
金
を
ど
の
よ
う
に
経
理
処
理
す
る
か
で

あ
っ
た
。
さ
ら
に
、
同
族
会
社
認
定
に
よ
っ
て
以
後
の
利
益
金
処
分
な
ど
の
財
務
政
策
を
改
め
る
必
要
が
生
じ
た
（

）
3

。

（
1
）　
会
計
課
議
案
、
前
掲
「
永
代
橋
税
務
署
ヨ
リ
慫
慂
ア
リ
タ
ル
決
算
変
更
方
拒
否
ノ
件
」
大
正
一
四
年
八
月
一
四
日
。
　

第 2表　普通会社と保全会社の税負担比較 単位：円

普通会社 保全会社 差引

益金 22,000,000 22,000,000

益金処分 賞与金 662,000 662,000
積立金 15,338,000 1,100,000
配当金 6,000,000 20,238,000

　小計 22,000,000 22,000,000

会社税金 留保税 1,478,800 55,000
配当税 300,000 1,011,900

　小計 1,778,800 1,066,900 △711,900

個人税金 北家 212,466 769,966
本家 549,830 1,824,830
連家 225,830 637,330

　小計 988,126 3,232,126 2,244,000

本税計 2,766,926 4,299,026 1,532,100

付加税　20％ 553,385 859,805 306,420

税合計 3,320,311 5,158,831 1,838,520
外に資本利子税 120,000 404,760

出典）　前表に同じ。
注）　資本利子税は税制改正を見越したもの。
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（
2
）　
同
前
。

（
3
）　
な
お
、
こ
の
よ
う
な
所
得
課
税
の
負
担
変
更
と
増
税
に
関
し
て
、
三
井
合
名
が
制
度
的
な
変
化
へ
の
対
応
を
十
分
に
は
自
覚
し
て
い
な
か
っ

た
可
能
性
が
高
い
。
な
ぜ
な
ら
、
大
正
一
四
年
三
月
に
会
計
課
は
「
名
義
貸
株
式
配
当
金
大
正
十
四
年
度
第
三
種
所
得
申
告
依
頼
ノ
件
」
を
起

案
・
承
認
を
受
け
て
、
三
井
八
郎
右
衛
門
以
下
の
社
員
に
対
し
て
、
三
井
物
産
な
ど
子
会
社
株
の
保
有
に
伴
い
「
代
理
受
領
」
し
て
い
る
配
当

金
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
社
員
個
人
所
得
と
し
て
申
告
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
た
が
、
合
名
会
社
の
配
当
に
つ
い
て
は
言
及
が
な
か
っ
た
か
ら

で
あ
る
（
前
掲
『
大
正
十
四
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
税
務
関
係
）』
所
収
）。

四
　
認
定
配
当
金
に
対
す
る
処
理

法
令
の
実
際
の
運
用
に
つ
い
て
詳
細
不
明
の
点
が
あ
る
が
、
認
定
配
当
金
に
対
す
る
所
得
税
を
三
井
合
名
が
支
払
う
こ
と
が
で
き
れ
ば
と

も
か
く
、
税
額
は
同
族
各
家
の
所
得
に
対
す
る
総
合
課
税
に
よ
っ
て
決
定
さ
れ
て
い
る
か
ら
、
最
終
的
に
は
（

）
1

、
そ
れ
ぞ
れ
が
支
払
負
担
を
負

う
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
三
井
合
名
で
は
大
正
一
四
（
一
九
二
五
）
年
一
〇
月
に
「
仮
支
出
金
之
件
」
を
会
計
課
が
起
案
し
て
、
必

要
な
資
金
を
社
員
に
交
付
す
る
こ
と
に
し
た
。



大
正
十
四
年
十
月
五
日

　
議
案
　
仮
支
出
金
之
件

一
　
金
　
百
六
拾
九
万
八
千
百
六
拾
円
五
拾
四
銭

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
社
員
仮
交
付
金
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右
金
額
ハ
大
正
十
三
年
上
下
両
期
当
会
社
所
得
額
決
定
ニ
際
シ
留
保

金
中
九
百
弐
拾
五
万
弐
千
百
参
拾
弐
円
ヲ
税
務
署
ニ
於
テ
配
当
金
ト

見
做
シ
タ
ル
ニ
伴
ヒ
各
社
員
ニ
対
シ
大
正
十
四
年
度
箇
人
所
得
ニ
加

ヘ
賦
課
セ
ラ
レ
タ
ル
所
得
税
及
付
加
税
合
計
額
ニ
有
之
候
処
納
期
ニ

当
リ
各
社
員
ヘ
交
付
致
シ
可
然
哉

　
追
テ
　
右
整
理
方
ニ
就
テ
ハ
後
ヨ
リ
御
評
議
相
願
可
申
候
（

）
2

こ
の
文
書
に
は
、
第
3
表
の
よ
う
な
一
覧
が
付
さ
れ
て
い
る
。

大
正
一
三
年
度
の
配
当
に
基
づ
い
て
、
翌
一
四
年
度
同
族
各
家
に
賦
課

さ
れ
る
個
人
の
所
得
税
・
付
加
税
は
、
従
前
通
り
の
配
当
に
対
す
る
課
税

（
表
中
の
「
個
人
分
」）
に
加
え
て
、
ほ
ぼ
同
額
「
特
別
配
当
分
」
の
課
税

が
そ
れ
ぞ
れ
八
〇
万
円
弱
に
達
し
、
こ
れ
に
三
井
物
産
・
三
井
銀
行
・
三

井
鉱
山
・
東
神
倉
庫
の
直
系
四
社
か
ら
の
配
当
金
を
加
え
る
と
、
そ
れ
だ

け
で
合
計
一
五
八
万
円
あ
ま
り
の
課
税
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
認
定
配
当
金

に
対
す
る
課
税
に
見
合
う
「
交
付
金
」
を
加
え
る
と
、
総
額
で
三
二
八
万

円
に
達
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
特
別
配
当
金
に
対
す
る
課
税

は
、
当
期
の
例
外
的
な
条
件
で
、
三
井
合
名
で
は
一
三
年
度
上
期
に
三
三

〇
万
円
、
下
期
に
一
〇
〇
万
円
の
特
別
配
当
を
実
施
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、

第 3表　大正 14 年度所得税及付加税額 単位：円

個人分 特別配当分 4 社分 交付金 合計

三井八郎右衛門 187,518 197,525 459 425,006 810,509
三井元之助 106,656 91,692 426 197,290 396,065
三井源右衛門 108,460 91,847 3,770 197,622 401,699
三井高精 89,241 90,735 532 195,230 375,739
三井寿太郎 71,239 89,741 417 193,091 354,488
三井高修 81,081 90,283 420 194,258 366,042
三井高達 28,554 27,463 188 59,091 115,297
三井守之助 52,297 28,293 266 60,877 141,733
三井高昶 16,583 27,049 185 58,199 102,016
三井弁蔵 27,704 27,437 188 59,036 114,365
三井高光 18,824 27,170 186 58,460 104,640

計 788,158 789,235 7,039 1,698,161 3,282,593

注）　「交付金」とは「認定配当得金に対する税金支弁のための」もの。「特別配当分」とは，
当年度に実施した臨時配当に対するもの。

　　三井源右衛門の「4 社分」が多額であるのは，三井銀行株 3000 株を保有しているため。
　　同行株は，同族では三井高精 100 株の保有があるのみ。
出典）「大正十四年十月五日　議案　仮支出金之件」前掲『大正十四年　会計課議案並報告

（税務関係）』所収。
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こ
れ
が
加
算
さ
れ
て
い
た
。
こ
れ
を
除
い
て
、
そ
れ
ま
で
通
り
の
配
当
に
よ
る
個
人
所
得
税
の
負
担
額
八
〇
万
円
に
比
べ
る
と
、
同
族
会
社

認
定
に
よ
る
税
額
増
加
が
一
七
〇
万
円
と
な
る
計
算
で
あ
っ
た
。

こ
の
課
税
に
対
し
て
三
井
合
名
は
第
3
表
の
通
り
総
額
一
七
〇
万
円
ほ
ど
を
同
族
に
交
付
し
た
。
な
お
、
一
四
年
度
に
申
告
さ
れ
た
同
族

の
配
当
収
入
額
は
、
三
井
八
郎
右
衛
門
が
四
〇
四
万
円
（
う
ち
追
加
認
定
額
二
一
三
万
円
）、
三
井
元
之
助
ほ
か
四
家
二
〇
二
万
円
（
同
、

一
〇
六
万
円
）、
三
井
高
達
ほ
か
四
家
六
八
万
円
（
同
、
三
六
万
円
）
の
合
計
六
七
四
万
円
で
、
こ
の
所
得
に
対
す
る
第
三
種
所
得
税
額
は
、

申
告
額
一
五
四
万
円
に
一
七
四
万
円
ほ
ど
の
追
加
改
定
が
あ
っ
て
三
二
八
万
円
（
う
ち
付
加
税
五
六
万
円
）
で
あ
っ
た
（

）
3

。
第
3
表
に
比
べ
て

や
や
増
加
し
て
い
る
の
は
、
役
員
賞
与
な
ど
の
所
得
が
加
算
さ
れ
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

大
正
一
四
年
度
分
の
納
税
資
金
と
し
て
「
交
付
」
さ
れ
た
資
金
が
ど
の
よ
う
に
経
理
さ
れ
た
か
は
、
決
算
書
や
会
計
課
の
議
案
書
な
ど
か

ら
は
辿
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
こ
の
時
期
の
三
井
合
名
の
決
算
表
は
、
第
4
表
の
貸
借
対
照
表
、
第
5
表
の
損
益
計
算
書
・
利
益
金
処
分
の

と
お
り
で
あ
る
が
、
交
付
金
に
か
か
わ
る
勘
定
項
目
は
明
示
さ
れ
て
い
な
い
。
大
正
一
三
年
下
期
に
積
立
金
二
〇
〇
〇
万
円
を
取
り
崩
し
て

特
別
準
備
金
に
振
り
替
え
た
こ
と
、
一
五
年
上
期
に
公
称
資
本
金
が
三
億
円
（
う
ち
未
払
込
資
本
金
八
三
〇
〇
万
円
）
と
な
っ
た
こ
と
が
と

り
わ
け
て
大
き
な
変
化
で
あ
る
（

）
4

。
こ
こ
か
ら
交
付
金
の
経
理
の
痕
跡
を
見
出
す
こ
と
は
難
し
い
。
法
人
課
税
の
減
税
分
と
差
し
引
い
て
一
二

〇
万
円
ほ
ど
の
追
加
支
出
で
あ
り
、
個
人
所
得
税
は
四
期
に
分
け
て
納
入
す
る
こ
と
か
ら
、
当
面
の
資
金
繰
り
に
は
大
き
な
影
響
は
な
か
っ

た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
、
こ
れ
以
上
穿
鑿
す
る
必
要
は
な
い
だ
ろ
う
（

）
5

。

し
か
し
、
問
題
は
大
正
一
三
年
度
配
当
に
基
づ
く
一
四
年
度
個
人
課
税
の
処
理
だ
け
で
は
解
決
さ
れ
な
か
っ
た
。
こ
の
点
を
明
ら
か
に
す

る
た
め
に
、
前
後
の
時
期
の
三
井
合
名
の
所
得
額
と
税
負
担
の
推
移
を
み
る
と
、

　

―
―

　

関
東
大
震
災
の
影
響
で
史
料
が
残
さ
れ
て
い
な
い
た

め
に

　

―
―

　

大
正
一
二
年
下
期
か
ら
の
状
況
し
か
確
認
で
き
な
い
が
、
一
五
年
に
再
度
の
税
制
改
正
に
至
る
ま
で
の
期
間
、
三
井
合
名
は
第
6

表
の
よ
う
な
所
得
額
を
申
告
し
て
い
た
。
念
の
た
め
に
付
け
加
え
て
お
け
ば
、
第
6
表
お
よ
び
第
7
表
は
三
井
合
名
が
税
務
申
告
し
た
数
値
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に
よ
っ
て
作
成
さ
れ
て
お
り
、
最
終
的
な
税

負
担
の
水
準
を
示
し
て
い
な
い
。
し
か
し
、

三
井
合
名
が
大
正
九
年
税
制
改
正
後
の
法
人

所
得
へ
の
課
税
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に
所

得
認
識
し
、
納
税
額
を
算
出
し
て
い
た
の
か

を
知
る
上
で
、
申
告
書
ベ
ー
ス
の
所
得
計
算

を
見
て
お
く
こ
と
は
有
用
だ
ろ
う
。
繰
り
返

し
に
な
る
が
、
こ
こ
で
計
算
さ
れ
た
申
告
納

税
額
が
実
際
の
税
負
担
を
示
し
て
い
る
わ
け

で
は
な
い
。

以
上
を
留
意
し
た
上
で
、
第
6
表
を
見
る

と
、
震
災
の
影
響
が
あ
る
一
二
年
下
期
を
別

に
す
る
と
、
毎
半
期
一
〇
〇
〇
万
円
前
後
の

総
益
金
を
計
上
し
、
恩
給
基
金
の
出
入
り
や

非
課
税
所
得
と
し
て
残
さ
れ
た
国
債
利
子
を

控
除
し
て
も
、
一
〇
〇
〇
万
円
ほ
ど
の
所
得

額
で
あ
っ
た
。

た
だ
し
、
同
表
下
段
に
あ
る
よ
う
に
、
こ

第 4表　三井合名貸借対照表（大正 13〜15 年度） 単位：1000 円

大正13年 大正14年 大正15年

上期 下期 上期 下期 上期 下期

貸方 資本・負債合計 329,522 333,590 341,113 346,608 433,460 431,965

資本金 200,000 200,000 200,000 200,000 300,000 300,000
積立金 86,500 73,500 80,500 87,500 72,190 72,890
特別準備金 14,500 33,200 33,782 34,357 33,332 33,332
恩給基金 499 609 767 905 1,083 1,280
前期繰越金 1,286 811 879 1,175 1,175 1,175
借入金 11,000 10,000 9,000 8,000 7,000 6,000
預り金 3,303 2,503 2,670 2,365 2,644 2,078
その他 1,578 1,986 2,314 2,087 3,964 2,595
損益 10,856 10,981 11,202 10,220 12,071 12,615

借方 資産合計 329,522 333,590 341,113 346,608 434,460 431,965

未払込資本金 83,000 76,000
有価証券 294,850 296,614 300,234 306,778 307,156 313,206
土地 8,058 8,140 8,278 8,588 9,650 8,526
建物 2,879 3,234 3,218 5,165 5,136 5,067
起業費 4,305 4,643 4,818 5,180 5,582 6,087
貯蔵品 36 34 90 62 89 86
繰替金 5,289 5,298 5,494 5,336 4,536 5,687
三井物産 5 18 19 3
未決済勘定 5,858 6,350 5,674 6,527 4,710 8,753
台湾拓殖製茶 1 2
銀行勘定 8,223 9,241 12,258 7,955 12,575 6,519
預ケ金 1,000 1,000 2,000 2,000
正貨 19 16 28 17 23 35

出典）　三井合名『決算表』各年により作成。三井文庫所蔵資料，合名 416-421。
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の
時
期
の
三
井
合
名
の
自
己
資
本
金
（
払
込
資
本
金
と
積
立
金
の
合
計
額
の
月
次

平
均
か
ら
、
国
債
資
産
を
控
除
し
た
金
額
が
基
準
）
に
対
し
て
、
年
額
所
得
が
一

割
を
超
え
な
い
こ
と
か
ら
、
三
井
合
名
は
超
過
所
得
の
課
税
は
一
貫
し
て
免
れ
て

い
た
。
し
か
し
、
課
税
の
基
礎
と
な
る
資
本
金
額
が
二
・
八
億
円
前
後
で
あ
っ
た

こ
と
は
、
年
額
に
直
し
て
二
二
〇
〇
万
円
程
度
の
利
益
計
算
で
は
超
過
所
得
課
税

が
発
生
し
な
い
こ
と
は
確
実
で
は
あ
っ
た
が
、
上
限
は
基
準
額
の
一
割
の
二
八
〇

〇
万
円
で
あ
っ
た
か
ら
、
二
割
程
度
の
増
益
が
あ
れ
ば
超
過
所
得
と
な
る
可
能
性

が
あ
っ
た
こ
と
は
、
自
己
資
本
の
充
実
を
図
る
必
要
性
が
あ
っ
た
こ
と
を
示
唆
し

て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
留
保
所
得
に
つ
い
て
は
、
第
7
表
の
よ
う
に
、
一
三
年
上
期

か
ら
一
四
年
上
期
に
か
け
て
の
三
期
に
つ
い
て
は
毎
期
七
〇
〇
万
円
を
積
立
て
い

た
こ
と
か
ら
、
相
当
額
の
留
保
所
得
が
計
算
さ
れ
て
い
た
。
た
だ
し
、
一
三
年
上

期
に
つ
い
て
は
、
関
東
大
震
災
に
対
す
る
救
護
寄
付
金
支
出
に
対
す
る
補
填
分
を

差
し
引
い
て
二
六
〇
万
円
ほ
ど
で
あ
っ
た
。
な
お
、
同
期
の
積
立
金
二
〇
〇
〇
万

円
の
取
崩
は
、
前
掲
第
5
表
か
ら
も
分
か
る
よ
う
に
、
特
別
積
立
金
に
振
り
替
え

ら
れ
た
も
の
で
、
留
保
所
得
の
増
減
に
影
響
は
な
か
っ
た
。
こ
う
し
て
震
災
の
影

響
か
ら
解
放
さ
れ
た
一
三
年
下
期
か
ら
一
四
年
上
期
に
は
、
三
井
合
名
は
八
〇
〇

万
円
近
い
留
保
所
得
を
計
上
し
、
そ
の
一
割
弱
に
当
た
る
七
〇
万
円
ほ
ど
を
納
税

第 5表　三井合名の損益計算と利益金処分（大正 13〜15 年度） 単位：1000 円

大正13年 大正14年 大正15年

損益計算 上期 下期 上期 下期 上期 下期

　総益金 14,196 14,244 15,032 14,861 17,686 16,966
　総損金 3,340 3,263 3,830 4,641 5,615 4,350
　純益金 10,856 10,981 11,202 10,220 12,071 12,615
　積立金繰入 20,000 15,652
　特別準備金繰入 1,300 1,060

利益金処分
　積立金 7,000 7,000 7,000 342 700
　特別準備金 20,000 582 575 36
　配当金 2,000 2,000 2,000 26,223 11,040 12,284
　特別配当金 3,300 1,000 1,000
　賞与及交際費 332 331 331 331 331 331
　後期繰越金 811 879 1,175 1,175 1,175 1,175

出典）　前表に同じ。
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す
る
こ
と
を
申
告
し
て
い
た
。
こ
れ
が
税
務
署

で
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
こ
と
は
、
す
で
に
ふ

れ
た
と
お
り
で
あ
る
。

第
7
表
か
ら
は
、
さ
ら
に
一
四
年
下
期
か
ら

留
保
所
得
額
が
大
き
く
減
少
し
、
こ
れ
に
伴
い

留
保
所
得
税
額
も
二
・
四
万
円
と
い
う
少
額
と

な
っ
た
。
そ
の
理
由
は
、
同
期
の
利
益
金
処
分

に
お
い
て
積
立
金
が
大
き
く
削
減
さ
れ
た
か
ら

で
あ
っ
た
。
多
額
の
内
部
留
保
は
税
金
逃
れ
の

可
能
性
が
あ
る
と
い
う
「
同
族
会
社
」
に
対
す

る
課
税
方
針
に
沿
っ
て
、
所
得
申
告
書
の
税
額

計
算
も
大
き
く
内
容
を
変
え
た
。

こ
の
変
更
は
、
同
時
に
配
当
に
関
す
る
税
額

計
算
に
も
影
響
を
及
ぼ
し
た
。
第
7
表
の
下
段

示
さ
れ
る
配
当
に
対
す
る
課
税
額
は
一
三
年
上

期
の
特
別
配
当
二
三
〇
万
円
な
ど
に
よ
っ
て
毎

期
変
化
し
て
い
る
が
、
一
四
年
上
期
ま
で
は
、

合
名
会
社
支
払
配
当
に
対
し
て
、
一
割
弱
の
水

第 6表　三井合名の法人所得計算（大正 12 年下期〜15 年上期） 単位：1000 円

所得計算書
大正12年下期 13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期

1924.1.31 1924.7.31 1925.1.31 1925.7.31 1926.1.31 1926.7.31

総益金 3,761 10,856 10,981 11,202 10,220 12,071
恩給基金当期積立額 118 124 146 178 210 208
第二種所得税当期納
付分還元高

 11

恩給基金当期払出額 △32 △24 △36 △20 △72 △31

差引総所得　A 3,847 10,956 11,092 11,359 10,359 12,260

　内非課税所得　国
債利子控除

△846 △820 △698 △646 △703 △804

再差引課税所得　B 3,002 10,136 10,394 10,713 9,656 11,456

　第 2 種所得税控除
申請加算 0

普通所得税　5％ 573

超過所得計算

課税の基礎となる資本金

平均資本金　C 300,423 302,701 308,022 315,808 323,825 324,651
課税資産　D 288,357 295,413 303,155 311,385 313,996 314,402
　総資産　E 320,838 324,487 327,799 334,860 341,692 344,575
　うち控除　国債の

資産
△32,481 △29,073 △24,643 △23,475 △27,696 △30,173

課税の基礎となる資
本金C*D/E 270,008 275,579 284,866 293,668 297,577 296,222

超過所得課税は課税所得が資本金の10分の 1 を超えないため課税なし

出典）　三井合名会計課『会計課議案並報告』大正一三〜一五年各年次より作成。0 は 500 円未満。
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準
で
推
移
し
て
い
た
。
し
か
し
、
こ
の
数
値
は
、
認
定
さ
れ
た
配
当
金
が
合
名
会
社
か
ら
同
族
に
支
払
わ
れ
な
い
ま
ま
、
納
税
資
金
と
し
て

は
交
付
金
を
合
名
会
社
か
ら
同
族
に
貸
し
渡
し
て
資
金
繰
り
を
つ
け
た
も
の
で
あ
っ
た
か
ら
、
そ
の
時
点
で
は
、
三
井
合
名
は
税
務
署
の
指

導
で
支
払
う
べ
き
配
当
金
の
未
払
い
が
あ
り
、
他
方
で
同
族
は
合
名
か
ら
納
税
資
金
を
借
り
入
れ
て
い
る
と
い
う
関
係
に
あ
っ
た
。
こ
れ
を

解
消
す
る
た
め
に
大
正
一
四
年
下
期
に
お
い
て
、
前
掲
第
5
表
に
あ
る
よ
う
に
、
三
井
合
名
は
積
立
金
一
五
六
五
万
円
を
取
り
崩
し
て
利
益

金
処
分
計
算
の
原
資
に
加
え
、
総
額
二
六
二
二
万
円
余
を
同
族
に
配
当
し
た
。
こ
の
利
益
金
処
分
は
、
大
正
一
五
年
一
月
三
〇
日
に
三
井
合

名
理
事
会
に
お
い
て
、
内
部
留
保
さ
れ
る
積
立
金
に
関
す
る
「
毎
期
純
益
金
の
三
分
の
一
以
上
」
と
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
た
規
定
の
削
除
が

承
認
さ
れ
た
こ
と
に
基
づ
い
て
実
行
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
（

）
6

。
こ
の
配
当
増
加
に
よ
つ
て
、
三
井
合
名
は
留
保
所
得
へ
の
課
税
の
軽
減
を
図

る
一
方
で
、
同
族
に
対
す
る
交
付
金
（
納
税
資
金
の
立
替
）
を
相
殺
回
収
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

留
保
利
益
を
配
当
と
し
て
同
族
に
分
配
す
る
こ
と
を
前
提
と
し
た
申
告
に
対
し
て
、
税
務
署
は
大
正
一
五
年
八
月
三
日
に
次
の
よ
う
な
一

四
年
上
下
両
期
の
所
得
税
対
象
額
と
税
額
を
通
知
し
て
き
た
（

）
7

。

　
大
正
拾
四
年
上
期
及
下
期
当
会
社
所
得
税
決
定
ノ
件

当
会
社
所
得
税
対
象
拾
四
年
上
下
両
期
分
七
月
二
十
九
日
付
ヲ
以
テ
永
代
橋
税
務
署
ヨ
リ
左
ノ
通
リ
決
定
通
知
有
之
候

　
大
正
拾
四
年
上
期
分

　
　
留
保
所
得
額
　
七
、
五
七
一
、
三
六
六
円

　
　
配
当
所
得
額
　
二
、
八
二
九
、
三
九
二
円

　
　
　
税
額
　
　
　
　
　
八
七
一
、
八
二
三
・
九
〇
円

　
大
正
拾
四
年
下
期
分
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配
当
所
得
額
　
　
一
六
、
二
八
一
、
九
〇
六
円

　
　
　
税
額
　
　
　
　
　
　
　
八
一
四
、
〇
九
五
・
三
〇
円

こ
の
金
額
は
、
ま
ず
留
保
所
得
に
つ
い
て
は
、
一
四
年
下
期
末
に
配
当
増
額
の
た
め
に
第
7
表
の
申
告
額
と
は
異
な
っ
て
多
額
の
積
立
金

取
崩
（
配
当
原
資
と
し
て
利
益
金
処
分
に
繰
り
入
れ
た
こ
と
）
に
対
応
し
て
、
当
該
期
の
留
保
所
得
は
マ
イ
ナ
ス
と
認
定
し
て
課
税
な
し
と

す
る
一
方
で
、
配
当
金
に
つ
い
て
は
配
当
額
二
六
二
二
万
円
の
内
一
三
年
上
下
期
両
期
の
認
定
配
当
額
九
二
五
万
円
を
控
除
し
た
一
六
二
八

万
円
と
計
算
し
、
こ
れ
に
対
し
て
八
一
万
円
余
を
税
額
と
し
た
も
の
で
あ
っ
た
（

）
8

。
こ
の
よ
う
に
税
務
署
の
決
定
額
は
、
一
四
年
上
期
分
に
つ

い
て
は
、
第
7
表
の
申
告
額
と
一
致
し
て
い
る
が
、
下
期
に
つ
い
て
は
、
申
告
額
と
は
異
な
り
、
八
四
万
円
余
の
納
税
を
求
め
る
も
の
で
あ

っ
た
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
通
知
内
容
を
報
告
し
た
会
計
課
の
書
類
に
は
、「
拾
四
年
上
期
積
立
金
ニ
保
全
会
社
取
締
規
定
ノ
適
用
ナ
カ
リ
シ
事
、

並
ニ
之
レ
カ
為
ニ
生
セ
シ
税
額
ノ
差
違
」
が
生
じ
た
と
説
明
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
税
務
署
は
一
三
年
分
に
つ
い
て
は
同
族
会
社
と
み
な

し
て
積
立
金
の
大
半
を
配
当
と
み
な
し
て
課
税
し
た
の
に
対
し
て
、
一
四
年
分
に
つ
い
て
は
、
上
期
の
積
立
金
七
四
六
万
円
を
同
一
の
方
針

に
沿
っ
て
配
当
と
み
な
し
て
課
税
す
る
の
で
は
な
く
、
三
井
合
名
が
同
年
下
期
に
積
立
金
を
取
り
崩
し
て
配
当
に
充
当
し
た
こ
と
か
ら
、
上

第 7表　留保所得税と配当所得税（大正 12 年下期〜15 年上期） 単位：1000 円

留保所得金 12年下期 13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期

積立金 500.0 7,000.0 7,000.0 7,000.0 342.0
特別準備金 1,500.0 20,000.0 582.0 574.7 36.0
後期繰越金 1,286.4 810.6 878.8 1,174.8 1,174.8
恩給基金当期積立額 118.3 123.8 146.3 177.7 210.1 208.5
恩給基金当期払出額 △31.9 △23.7 △35.7 △20.5 △71.7 △30.7
前期繰越金 △1,103.5 △1,286.4 △810.6 △878.8 △1,174.8
積立金の内当期益金処分に繰入分 △20,000.0
特別準備金の内当期益金処分に繰入分 △1,300.0
差引当期留保所得 2,269.3 5,324.3 7,760.9 8,027.9 516.4 177.7
取崩積立金500万円（震災救護寄付金）
の補填

△2,730.7

再差引当期留保所得　F 2,269.3 2,593.6 7,760.9 8,027.9 516.4 177.7

留保所得税計算

払込資本金 200,000.0 200,000.0 200,000.0 200,000.0 200,000.0 217,000.0
期末現在積立金 100,415.7 102,684.9 108,009.3 115,770.2 123,936.5 108,480.1
期末現在留保所得金 100,415.7 102,684.9 108,009.3 115,770.2 123,936.5 108,480.1
当期留保所得金　F 2,269.3 2,593.6 7,760.9 8,027.9 516.4 177.7
当期末留保所得 102,684.9 105,278.6 115,770.2 123,798.1 124,452.9 108,657.9

課税留保所得金　F＊B/A 1,770.6 2,399.5 7,272.5 7,571.4 481.4 166.1

留保所得税
　100分の 5 適用分課税所得 150.1 506.8 519.7 535.6 481.4
　100分の 5 適用分の留保所得税 7.5 25.3 26.0 26.8 24.1
　10分の 1 適用分の課税所得 1,620.5 1,892.7 6,752.8 7,035.7 0.0
　10分の 1 適用分の留保所得税 162.0 189.3 675.3 703.6 0.0
　留保所得税合計 169.6 214.6 701.3 730.4 24.1

配当所得税 12年下期 13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期

配当金　G 1,330.0 5,300.0 3,000.0 3,000.0 26,223.3
　控除　13年上期分認定配当金 △2,045.8
　　　　12年下期分認定配当金 △7,206.3
　　　留保分取崩分 △7,460.0
　差引 9,511.3
課税配当所得　G＊B/A 1,037.7 4,903.3 2,811.2 2,829.4 8,866.0
配当課税　税率 5％ 51.9 245.2 140.6 141.5 443.3

出典）　前表に同じ。15 年上期の税額は，配当所得と留保所得の区分が廃止され，第 6表の普通所 得に対する課税となったこ
とによる。表中の A,B は第 6表参照。
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第 7表　留保所得税と配当所得税（大正 12 年下期〜15 年上期） 単位：1000 円

留保所得金 12年下期 13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期

積立金 500.0 7,000.0 7,000.0 7,000.0 342.0
特別準備金 1,500.0 20,000.0 582.0 574.7 36.0
後期繰越金 1,286.4 810.6 878.8 1,174.8 1,174.8
恩給基金当期積立額 118.3 123.8 146.3 177.7 210.1 208.5
恩給基金当期払出額 △31.9 △23.7 △35.7 △20.5 △71.7 △30.7
前期繰越金 △1,103.5 △1,286.4 △810.6 △878.8 △1,174.8
積立金の内当期益金処分に繰入分 △20,000.0
特別準備金の内当期益金処分に繰入分 △1,300.0
差引当期留保所得 2,269.3 5,324.3 7,760.9 8,027.9 516.4 177.7
取崩積立金500万円（震災救護寄付金）
の補填

△2,730.7

再差引当期留保所得　F 2,269.3 2,593.6 7,760.9 8,027.9 516.4 177.7

留保所得税計算

払込資本金 200,000.0 200,000.0 200,000.0 200,000.0 200,000.0 217,000.0
期末現在積立金 100,415.7 102,684.9 108,009.3 115,770.2 123,936.5 108,480.1
期末現在留保所得金 100,415.7 102,684.9 108,009.3 115,770.2 123,936.5 108,480.1
当期留保所得金　F 2,269.3 2,593.6 7,760.9 8,027.9 516.4 177.7
当期末留保所得 102,684.9 105,278.6 115,770.2 123,798.1 124,452.9 108,657.9

課税留保所得金　F＊B/A 1,770.6 2,399.5 7,272.5 7,571.4 481.4 166.1

留保所得税
　100分の 5 適用分課税所得 150.1 506.8 519.7 535.6 481.4
　100分の 5 適用分の留保所得税 7.5 25.3 26.0 26.8 24.1
　10分の 1 適用分の課税所得 1,620.5 1,892.7 6,752.8 7,035.7 0.0
　10分の 1 適用分の留保所得税 162.0 189.3 675.3 703.6 0.0
　留保所得税合計 169.6 214.6 701.3 730.4 24.1

配当所得税 12年下期 13年上期 13年下期 14年上期 14年下期 15年上期

配当金　G 1,330.0 5,300.0 3,000.0 3,000.0 26,223.3
　控除　13年上期分認定配当金 △2,045.8
　　　　12年下期分認定配当金 △7,206.3
　　　留保分取崩分 △7,460.0
　差引 9,511.3
課税配当所得　G＊B/A 1,037.7 4,903.3 2,811.2 2,829.4 8,866.0
配当課税　税率 5％ 51.9 245.2 140.6 141.5 443.3

出典）　前表に同じ。15 年上期の税額は，配当所得と留保所得の区分が廃止され，第 6表の普通所 得に対する課税となったこ
とによる。表中の A,B は第 6表参照。
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期
分
に
つ
い
て
も
「
最
早
ヤ
保
全
会
社
取
締
規
定
ヲ
適
用
シ
テ
積
立
金
ヲ
配
当
金
ニ
認
定
変
更
ス
ル
コ
ト
、
即
チ
会
社
ノ
決
議
ヲ
税
務
上
無

視
ス
ル
カ
如
キ
処
置
ハ
為
ス
可
キ
理
由
ナ
シ
」
と
し
て
合
名
の
利
益
金
処
分
に
即
し
て
積
立
金
に
は
留
保
税
を
、
配
当
金
に
は
配
当
税
を
課

す
こ
と
に
し
た
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。

こ
の
措
置
に
つ
い
て
は
、
三
井
合
名
側
は
上
期
下
期
に
区
分
し
た
場
合
に
、
上
期
に
積
立
金
と
し
て
留
保
所
得
税
を
課
せ
ら
れ
た
上
に
、

下
期
に
こ
れ
を
含
め
た
積
立
金
の
取
崩
に
よ
る
配
当
金
に
つ
い
て
も
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
の
は
、
同
一
所
得
に
対
す
る
二
重
課
税
に
な

る
こ
と
、
も
し
「
保
全
会
社
ト
シ
テ
取
扱
フ
場
合
、
即
チ
上
期
積
立
ヲ
配
当
ト
見
做
シ
テ
同
期
ニ
配
当
税
ヲ
課
シ
、
下
期
ニ
於
ケ
ル
積
立
金

取
崩
配
当
金
ニ
対
シ
テ
ハ
上
期
分
認
定
配
当
ノ
実
行
ト
シ
テ
無
税
ト
ナ
ル
場
合
ニ
較
フ
レ
ハ
、
本
税
約
七
拾
万
円
付
加
税
ト
合
セ
約
八
拾
四

万
円
ノ
差
違
ヲ
生
ス
」
と
疑
問
を
呈
し
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
考
え
方
を
税
務
署
に
内
々
に
伝
え
た
の
に
対
し
、
税
務
署
は
改
め
て
上
期
決

算
・
利
益
金
処
分
を
や
り
直
す
の
で
あ
れ
ば
、
そ
れ
に
基
づ
く
修
正
は
受
け
入
れ
る
と
の
回
答
で
あ
っ
た
（

）
9

。
つ
ま
り
、
税
務
署
は
、
利
益
金

処
分
の
変
更
と
い
う
当
初
の
方
針
を
あ
く
ま
で
譲
ら
な
か
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
、
三
井
合
名
は
、
納
税
額
を
減
ら
す
た
め
に
商
法
に
違
反

す
る
よ
う
な
変
更
と
い
う
不
法
行
為
を
行
う
こ
と
は
で
き
な
い
と
拒
否
す
る
こ
と
と
し
た
。
し
か
し
、
上
下
期
両
期
を
通
し
て
「
保
全
会
社

取
締
規
定
ノ
適
用
ヲ
為
サ
ザ
リ
シ
税
務
署
ノ
処
分
ニ
モ
相
当
ノ
道
理
ア
ル
次
第
」
と
受
け
取
め
、
通
知
さ
れ
た
二
期
分
の
所
得
税
は
「
税
務

署
通
知
ニ
忍
従
シ
之
ヲ
納
入
ス
ル
ヲ
以
テ
穏
当
ナ
ル
処
置
ナ
リ
ト
思
料
ス
」
と
判
断
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

こ
う
し
て
三
井
合
名
の
所
得
税
申
告
は
、
大
正
一
四
年
下
期
に
そ
れ
ま
で
の
税
務
と
会
社
経
理
と
の
齟
齬
を
解
消
す
る
こ
と
に
な
る
。
な

お
、
こ
の
間
の
経
緯
に
つ
い
て
、『
三
井
事
業
史
』
は
、
定
款
改
定
に
つ
い
て
は
「
大
正
拾
四
年
八
月
当
社
ヲ
保
全
会
社
ト
認
定
セ
ラ
レ
タ

ル
ニ
伴
ヒ
税
務
ノ
関
係
上
毎
期
利
益
ノ
内
従
来
積
立
金
ト
為
シ
タ
ル
モ
ノ
ヲ
社
員
ニ
配
当
シ
該
資
金
ヲ
以
テ
資
本
金
増
加
ノ
払
込
ニ
充
ツ
ル

ヲ
適
当
ト
ス
ル
事
情
ア
ル
ニ
依
ル
」
と
指
摘
し
た
う
え
で
、
こ
れ
ら
は
「
三
億
円
増
資
と
連
動
し
て
お
り
、
従
来
内
部
留
保
に
努
め
た
積
立

金
を
社
員
配
当
に
振
替
え
、
そ
の
配
当
金
を
増
資
払
込
み
に
充
当
す
る
た
め
で
あ
っ
た
」
と
捉
え
て
い
る
（

）
10

。
積
立
金
の
取
崩
に
よ
っ
て
、
認
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定
さ
れ
た
配
当
金
分
ま
で
を
同
族
に
支
払
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
確
か
に
三
井
合
名
の
内
部
留
保
は
大
き
く
損
な
わ
れ
る
危
険
が
あ
っ
た
。
そ

の
た
め
に
、
同
族
に
い
っ
た
ん
支
払
わ
れ
た
資
金
を
再
び
三
井
合
名
に
還
流
さ
せ
る
必
要
が
生
じ
た
。
そ
う
で
な
け
れ
ば
、
三
井
合
名
の
資

金
繰
り
は
重
大
な
支
障
が
生
じ
る
と
考
え
ら
れ
た
か
ら
で
あ
ろ
う
。
三
井
家
同
族
会
は
合
名
の
定
款
を
改
正
し
た
一
週
間
後
の
二
月
四
日
に

次
の
よ
う
な
提
案
を
可
決
し
た
（

）
11

。

　
　
一
　
三
井
合
名
会
社
ニ
保
管
ス
ル
予
備
積
立
金
保
管
手
続
変
更
ノ
件

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
可
決

　
毎
半
期
積
立
ツ
ル
予
備
積
立
金
及
其
利
殖
金
并
ニ
各
家
準
備
積
立
金
ノ
内
、
三
井
合
名
会
社
ニ
保
管
ノ
分
ニ
対
ス
ル
利
殖
金
ハ
是
迄

同
会
社
積
立
金
（
特
別
準
備
金
ト
称
ス
）
ノ
中
ニ
積
立
テ
保
管
致
来
リ
候
処
、
先
般
所
得
税
法
改
正
ノ
結
果
三
井
合
名
会
社
毎
期
利
益

金
ハ
其
百
分
ノ
五
ヲ
積
立
金
ト
為
シ
得
ル
モ
、
其
以
上
ノ
金
額
ハ
之
ヲ
配
当
シ
タ
ル
モ
ノ
ト
認
メ
課
税
セ
ラ
ル
ゝ
事
ト
相
成
候
為
メ
、

同
会
社
ニ
於
テ
ハ
便
宜
上
大
正
十
三
年
上
期
以
後
積
立
ノ
内
右
配
当
シ
タ
ル
モ
ノ
ト
認
メ
ラ
レ
タ
ル
金
額
ハ
此
際
総
テ
社
員
配
当
金
ト

シ
テ
分
配
シ
、
更
ニ
同
金
額
ヲ
「
社
員
預
金
」
ト
シ
テ
預
ケ
入
レ
タ
ル
モ
ト
シ
、
預
金
ノ
形
式
ヲ
以
テ
保
管
ス
ル
コ
ト
ゝ
シ
、
今
後
積

立
ノ
分
モ
同
様
ノ
手
続
ト
ス
ル
コ
ト
ゝ
相
成
候
ニ
就
テ
ハ
、
当
方
予
備
積
立
金
并
ニ
各
家
準
備
積
立
金
モ
同
期
以
降
ニ
属
ス
ル
分
ハ
同

一
手
続
ニ
依
リ
保
管
ノ
事
ニ
相
成
可
申
候
ニ
付
、
右
承
認
相
成
可
然
哉

　
但
右
予
備
積
立
金
并
各
家
準
備
積
立
金
ノ
支
出
ハ
総
テ
従
来
ノ
規
定
ノ
通
リ
取
扱
ヲ
為
ス
コ
ト

こ
の
決
定
に
よ
っ
て
三
井
合
名
は
、
同
族
会
社
認
定
に
と
も
な
う
内
部
留
保
率
の
引
き
下
げ
に
対
し
て
、
配
当
金
の
う
ち
認
定
配
当
金
に

相
当
す
る
程
度
の
金
額
を
社
員
預
金
と
し
て
預
か
る
こ
と
に
な
っ
た
。
預
金
の
預
り
で
あ
れ
ば
、
内
部
留
保
と
は
見
な
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、
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同
時
に
積
立
金
の
取
崩
に
よ
っ
て
減
少
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
自
己
資
本
の
不
足
を
補
う
こ
と
が
可
能
で
あ
っ
た
。

（
1
）　「
最
終
的
に
は
」
と
し
た
意
味
は
、
認
定
配
当
金
に
対
す
る
課
税
を
納
税
す
る
主
体
が
同
族
会
社
で
あ
る
か
、
株
主
で
あ
る
か
は
法
改
正
案

の
説
明
等
か
ら
は
読
み
取
り
に
く
い
か
ら
で
あ
る
。
留
保
所
得
に
対
す
る
課
税
で
あ
る
限
り
法
人
が
納
税
主
体
と
も
考
え
ら
れ
る
が
、
三
井
合

名
の
場
合
に
は
、
利
益
金
処
分
案
の
や
り
直
し
を
拒
絶
し
た
の
ち
、
認
定
配
当
金
に
関
す
る
処
理
に
つ
い
て
は
、
同
族
に
対
す
る
「
交
付
金
」

に
よ
っ
て
納
税
を
完
了
し
た
と
み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
こ
の
ケ
ー
ス
で
は
、
認
定
配
当
金
の
納
税
主
体
は
出
資
者
で
あ
る
同
族
各
家
と
な
る
こ

と
で
処
理
さ
れ
た
。

（
2
）　「
仮
支
出
金
之
件
」（
大
正
一
四
年
一
〇
月
五
日
）
前
掲
『
大
正
十
四
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
（
税
務
関
係
）』。

（
3
）　「
報
告
大
正
拾
三
年
度
所
得
額
決
定
ノ
件
」（
大
正
一
四
年
八
月
二
五
日
）
前
掲
『
大
正
十
四
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
（
税
務
関
係
）』。

（
4
）　

こ
の
う
ち
前
者
で
増
加
し
た
特
別
積
立
金
は
、
三
井
合
名
が
「
管
理
運
用
し
て
い
る
同
族
予
備
積
立
金
と
各
家
積
立
金
」
を
記
帳
し
た
も

の
で
あ
っ
た
か
ら
、
何
ら
か
の
理
由
で
同
族
の
共
同
財
産
部
分
を
増
加
さ
せ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
た
だ
し
、
こ
れ
が
同
族
会
社
認
定
に
よ
る
所

得
増
税
と
連
動
し
た
も
の
と
は
考
え
に
く
い
が
、
理
由
は
不
明
で
あ
る
。

（
5
）　
税
務
署
に
報
告
し
た
資
産
内
容
の
追
加
説
明
の
中
で
、
未
決
算
勘
定
の
内
訳
と
し
て
「
社
員
立
替
金
」
と
い
う
勘
定
項
目
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

未
決
算
の
勘
定
の
一
つ
と
し
て
経
理
さ
れ
た
可
能
性
は
あ
る
（
前
掲
『
大
正
十
四
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
（
税
務
関
係
）』）。

（
6
）　
こ
の
時
期
の
三
井
合
名
の
決
算
期
末
日
は
大
正
一
四
年
下
期
で
あ
れ
ば
一
五
年
一
月
三
一
日
で
あ
っ
た
か
ら
、
こ
の
理
事
会
決
定
が
同
期
か

ら
の
利
益
金
処
分
方
法
の
変
更
を
認
め
る
た
め
の
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
ろ
う
。

（
7
）　
会
計
課
報
告
「
大
正
拾
四
年
上
期
及
同
下
期
当
会
社
所
得
税
決
定
ノ
件
」
会
計
課
『
大
正
十
五
年
昭
和
元
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
（
税

務
）』
三
井
文
庫
所
蔵
資
料
、
合
名
三
五
四
。

（
8
）　
同
前
。

（
9
）　
税
務
当
局
が
利
益
金
処
分
の
や
り
直
し
に
固
執
し
た
背
景
に
つ
い
て
は
、『
明
治
大
正
財
政
史
』
が
一
五
年
改
正
に
つ
い
て
同
族
会
社
の
所
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得
計
算
に
つ
い
て
認
定
課
税
の
範
囲
を
拡
張
し
、「
単
に
同
族
会
社
の
株
主･

社
員
・
縁
故
者
と
の
間
に
於
け
る
行
為
」
に
租
税
回
避
の
行
為

が
認
め
ら
れ
る
場
合
に
限
ら
ず
、「
同
族
会
社
の
行
為
又
は
計
算
に
同
様
の
目
的
を
認
め
る
場
合
に
は
認
定
計
算
で
き
る
」
と
し
た
こ
と
が
参

考
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
（
六
巻
、
一
一
九
三
頁
）。
な
お
検
討
の
余
地
が
あ
ろ
う
。

（
10
）　
三
井
文
庫
篇
『
三
井
事
業
史
』
本
篇
、
第
三
巻
中
（
春
日
豊
執
筆
）、
一
九
九
四
年
、
二
五
頁
。

（
11
）　
三
井
文
庫
篇
、
前
掲
『
三
井
事
業
史
』
本
篇
、
第
三
巻
中
、
二
六
頁
。

五
　
社
員
預
金
の
運
用

こ
う
し
て
新
設
さ
れ
た
社
員
預
金
に
つ
い
て
は
、『
三
井
事
業
史
』
に
よ
れ
ば
、
甲
・
乙
の
二
種
が
あ
り
、
三
井
合
名
に
預
け
ら
れ
た
乙

勘
定
社
員
預
金
の
「
一
部
は
同
族
予
備
積
立
金
に
繰
り
入
れ
ら
れ
た
ほ
か
、
所
得
な
ど
の
税
金
引
当
金
と
し
て
積
み
立
て
ら
れ
た
」
と
解
説

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
甲
勘
定
積
立
金
（
預
金
）
は
、「
営
業
勘
定
」（
三
井
合
名
出
資
金
と
社
員
預
金
〈
甲
〉
か
ら
の
配
当
金
を
同
族
に
一

定
額
分
配
し
た
後
の
残
額
を
預
け
入
れ
ら
れ
た
と
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
説
明
は
、
必
ず
し
も
正
確
で
は
な
い
よ
う
で
あ
る
。
三
井

合
名
の
『
会
計
課
議
案
』
各
年
に
綴
り
込
ま
れ
て
い
る
中
に
、
こ
の
社
員
預
金
の
払
出
に
関
す
る
報
告
書
類
が
あ
り
、
そ
れ
に
よ
る
と
、
末

尾
の
付
表
の
よ
う
に
払
出
が
記
録
さ
れ
て
い
る
。

預
金
の
使
途
は
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
が
、
大
別
す
る
と
、
払
込
資
本
金
や
所
得
お
よ
び
相
続
税
の
納
税
、
そ
し
て
同
族
家
族
の
私
的
な
用
途

と
な
る
。
ま
ず
、
三
億
円
増
資
に
つ
い
て
大
正
一
五
年
二
月
の
第
一
回
払
込
か
ら
昭
和
六
年
一
月
の
第
八
回
払
込
ま
で
、
第
8
表
の
よ
う
に

同
族
各
家
が
払
込
を
行
っ
た
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
。
合
計
四
四
〇
〇
万
円
が
追
加
出
資
さ
れ
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
て
、
社
員
預
金
の
払
出
記
録
か
ら
該
当
す
る
資
金
支
出
を
抽
出
す
る
と
第
9
表
の
よ
う
に
な
る
。
こ
の
う
ち
、
昭
和
五
年
一
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月
二
八
日
の
一
五
〇
万
円
に
つ
い

て
は
、
議
案
書
に
使
途
に
つ
い
て

の
説
明
は
な
く
、
前
後
に
も
「
説

明
な
し
」
と
い
う
ま
と
ま
っ
た
金

額
の
払
出
記
録
が
あ
る
が
、
払
込

累
計
額
が
四
四
〇
〇
万
円
と
な
る

の
は
こ
の
ケ
ー
ス
を
含
む
こ
と
が

整
合
的
な
た
め
に
表
中
に
含
め
て

い
る
。
こ
の
点
に
不
明
瞭
な
点
は

残
る
が
、
三
億
円
増
資
が
社
員
預

金
を
引
き
出
し
て
実
行
さ
れ
て
い

た
こ
と
は
間
違
い
な
い
だ
ろ
う
。

そ
れ
故
、
三
億
円
増
資
の
た
め
数

次
に
わ
た
る
払
込
は
、
三
井
合
名

に
と
っ
て
追
加
的
資
金
が
提
供
さ

れ
た
わ
け
で
は
な
く
、
そ
れ
以
前

に
も
行
わ
れ
て
い
た
積
立
金
な
ど

の
内
部
留
保
を
資
本
金
に
振
り
替

第 8表　三井合名の資本払込 単位：1000 円

社員 　資本金
　　増資後 増資前

大正15年
2 月

第 1 回払込

払込資本金額
昭和 6 年
1 月21日

第 8 回払込済

未払込
資本金

三井八郎右衛門 69,000 46,000 3,910 56,120 12,880
三井元之助 34,500 23,000 1,955 28,060 6,440
三井源右衛門 34,500 23,000 1,955 28,060 6,440
三井高精 34,500 23,000 1,955 28,060 6,440
三井寿太郎 34,500 23,000 1,955 28,060 6,440
三井高修 34,500 23,000 1,955 28,060 6,440
三井高達 11,700 7,800 663 9,516 2,184
三井守之助 11,700 7,800 663 9,516 2,184
三井高昶 11,700 7,800 663 9,516 2,184
三井弁蔵 11,700 7,800 663 9,516 2,184
三井高光 11,700 7,800 663 9,516 2,184

300,000 200,000 17,000 244,000 56,000

出典）　付表より抽出作成。

第 9表　社員預金の払出（1）払込資本金充当 単位：1000 円

日付 金額 うち甲口 うち乙口 摘要

大正15年 2 月16日 17,000 合名第 1 回払込に充当
　　　　 9 月15日 7,000 合名第 2 回払込に充当
昭和 2 年 7 月15日 4,500 4,500 合名会社資本払込に充当
昭和 3 年 7 月17日 3,500 3,500 三井合名出資金第 4 回払込金充当
昭和 4 年 1 月30日 1,500 1,500 合名増資第 5 回払込に充当
　　　　 7 月27日 4,000 4,000 増加資本第 6 回払込引当金
昭和 5 年 1 月28日 1,500 1,500 （説明なし）
昭和 6 年 1 月27日 5,000 第 8 回払込金に充当

44,000 10,500 4,500

出典）　同前。
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え
る
増
資
の
変
形
で
あ
っ
た
。
同
族
会
社
認
定
に
よ
っ
て
内
部
留
保
の
蓄
積
に
制
限
を
受
け
た
三
井
合
名
は
、
増
加
し
た
配
当
金
を
同
族
か

ら
社
員
預
金
と
し
て
預
り
、
そ
れ
を
順
次
払
込
資
本
金
と
し
て
受
け
入
れ
て
い
た
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
こ
の
預
金
の
引
出
の
う
ち
、
判
明

す
る
限
り
で
は
一
〇
五
〇
万
円
分
は
甲
口
預
金
か
ら
、
四
五
〇
万
円
が
乙
口
預
金
で
あ
っ
た
。
第
一
回
と
第
二
回
の
払
込
に
充
当
さ
れ
た
預

金
が
甲
・
乙
の
別
が
判
明
し
な
い
が
、
増
資
は
同
族
の
共
同
財
産
と
し
て
三
井
合
名
が
管
理
し
て
い
る
乙
勘
定
か
ら
で
は
な
く
、
甲
勘
定
か

ら
主
と
し
て
充
当
さ
れ
た
と
考
え
て
よ
い
だ
ろ
う
。

こ
れ
に
関
連
し
て
、
昭
和
二
年
七
月
と
一
二
月
の
甲
口
社
員
預
金
の
残
高
等
が
判
明
す
る

第
10
表
の
資
料
が
残
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
第
三
回
払
込
が
行
わ
れ
た
七
月
一
五
日

の
残
高
は
所
得
税
引
当
金
を
除
い
て
四
五
六
万
円
で
前
後
の
払
出
高
な
ど
も
勘
案
す
る
と
甲

口
預
金
か
ら
第
三
回
払
込
必
要
と
す
る
四
五
〇
万
円
を
捻
出
す
る
こ
と
は
難
し
か
っ
た
こ
と

が
想
像
さ
れ
る
。
そ
れ
故
、
こ
の
時
だ
け
例
外
的
に
乙
口
預
金
か
ら
払
込
資
金
が
引
き
出
さ

れ
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
（

）
1

。
そ
し
て
、
甲
口
預
金
を
払
込
資
金
の
原
資
と
す
る
こ

と
が
原
則
で
あ
っ
た
と
理
解
す
る
方
が
、
営
業
資
産
の
充
実
に
対
応
す
る
増
資
の
主
旨
に
合

っ
て
い
る
だ
ろ
う
。

次
に
社
員
預
金
と
所
得
税
納
税
と
の
関
係
を
み
る
と
、
大
正
一
五
年
二
月
一
六
日
に
一
六

九
万
八
一
五
一
円
を
「
一
四
年
社
員
所
得
税
納
付
金
に
充
当
」
と
あ
る
の
を
は
じ
め
、
毎
年

四
回
の
納
税
時
期
に
合
わ
せ
て
、
当
年
度
の
所
得
税
お
よ
び
付
加
税
の
納
付
金
相
当
額
の
預

金
が
払
い
出
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
う
ち
、
昭
和
二
年
七
月
一
五
日
に
は
同
年
度
第
一
期
分
と

し
て
九
二
万
円
余
が
払
い
出
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
、「
本
来
積
立
金
ト
成
ル

第 10 表　甲口社員預金の残高 単位：円

昭和 2 年 7 月15日現在 昭和 2 年12月27日現在

前期繰越高 15,829 甲口預金残高 2,937,969
当期預入高 8,825,176 所得税引当＊＊ 765,434

計 8,841,005 残額 2,172,535

当期払出高 3,512,917
差引　現在高 5,328,088
　うち引当金＊ 764,518

再差引残高 4,563,570

出典）　会計課『昭和二年　会計課議案並報告（税務以外）』三井文庫所蔵資
料，合名 355。

＊昭和 2 年度第 1 期社員所得税引当
＊＊昭和 3 年 1 月払出第三期所得税
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可
キ
モ
ノ
ヲ
税
務
上
配
当
金
ト
ス
ル
為
メ
之
ニ
課
セ
ラ
ル
ル
社
員
ノ
所
得
税
ニ
シ
テ
昭

和
二
年
第
一
期
分
也
配
当
金
ハ
之
ヲ
為
シ
預
金
ニ
振
替
ア
ル
故
ニ
前
記
所
得
税
ハ
預
金

中
ヨ
リ
払
出
支
弁
致
候
」
と
説
明
が
追
記
さ
れ
て
い
る
（

）
2

。
こ
の
所
得
税
・
付
加
税
の
支

払
い
の
た
め
の
預
金
払
出
は
、
甲
口
と
乙
口
の
両
方
か
ら
引
き
出
さ
れ
て
い
る
が
、
こ

れ
は
三
井
合
名
の
資
産
中
の
営
業
資
産
か
ら
生
ま
れ
る
収
益
と
同
族
の
共
同
財
産
で
あ

る
乙
勘
定
か
ら
生
ま
れ
る
収
益
を
区
分
経
理
し
、
そ
れ
ぞ
れ
に
負
担
す
べ
き
税
額
を
算

出
し
、
そ
れ
に
即
し
て
引
き
出
し
て
い
た
も
の
で
あ
っ
た
。
昭
和
二
〜
五
年
度
の
同
族

の
所
得
税
・
同
付
加
税
の
納
税
額
は
第
11
表
の
通
り
で
、
三
〇
〇
万
円
前
後
の
納
税
が

必
要
と
な
っ
て
い
た
。
同
じ
期
間
の
三
井
合
名
配
当
金
累
計
額
は
七
三
七
一
万
円
で
あ

っ
た
か
ら
（

）
3

、
実
質
税
負
担
率
は
一
七
％
ほ
ど
で
あ
っ
た
。

こ
の
ほ
か
納
税
関
係
で
は
、
一
九
二
六
年
か
ら
三
井
寿
太
郎
家
、
三
井
高
達
家
、
三

井
弁
蔵
家
、
三
井
高
光
家
、
三
井
高
精
家
で
相
続
税
の
支
払
い
が
発
生
し
、
こ
れ
も
甲

口
と
乙
口
の
預
金
か
ら
引
き
出
さ
れ
て
い
た
。
寿
太
郎
家
の
場
合
に
は
八
八
万
円
あ
ま

り
を
五
回
分
割
納
付
し
て
お
り
、
総
額
は
約
四
四
〇
万
円
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
高
達
家

で
は
一
一
〇
万
円
、
さ
ら
に
三
二
年
三
月
ま
で
に
高
精
家
で
は
三
一
一
万
円
、
高
光
家

と
弁
蔵
家
で
は
そ
れ
ぞ
れ
一
〇
七
万
円
前
後
が
納
税
さ
れ
て
い
る
（
付
表
参
照
）。
甲
・
乙
別
で
は
五
家
の
相
続
税
支
払
総
額
九
八
八
万
円

に
対
し
て
、
甲
口
預
金
の
引
出
額
が
九
七
九
万
円
と
ほ
と
ん
ど
を
占
め
て
お
り
、
相
続
税
支
払
い
が
、
同
族
が
管
理
す
る
乙
勘
定
（
共
同
財

産
）
か
ら
で
は
な
く
、
営
業
資
産
で
あ
る
甲
勘
定
の
取
崩
に
よ
っ
て
可
能
と
な
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
よ
う
（

）
4

。

第 11 表　所得税及び同付加税納税資金充当のための預金引出額 円

昭和 2 年度 昭和 3 年度 昭和 4 年度 昭和 5 年度

三井八郎右衛門 949,484 686,663 715,248 782,403
三井元之助 428,659 317,960 330,747 360,944
三井源右衛門 434,164 321,483 333,930 364,441
三井高精 426,482 316,042 328,733 358,963
三井寿太郎 421,503 312,052 325,347 355,703
三井高修 423,634 313,393 424,761 356,230
三井高達 127,676 95,004 98,611 107,785
三井守之助 132,008 97,815 101,730 111,116
三井高昶 126,371 93,777 97,429 106,284
三井弁蔵 128,868 94,878 98,471 107,894
三井高光 126,915 94,059 97,687 106,615

合計 3,725,763 2,743,126 2,952,694 3,118,377

出典）　付表より抽出作成。注）昭和 2 年度分には，3 年度に追加徴求された分も含む。
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こ
れ
に
対
し
て
、
一
九
二
八
年
一
〇
月

の
「
小
石
川
様
改
築
費
」
六
〇
万
円
な
ど

同
族
の
私
用
に
供
し
た
と
考
え
ら
れ
る
費

用
の
支
弁
の
た
め
に
も
預
金
が
引
き
出
さ

れ
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
は
、
第
12
表
に
み

る
よ
う
に
、
す
べ
て
乙
口
預
金
の
引
出
で

あ
っ
た
。
家
屋
敷
の
新
築
・
改
築
な
ど
の

費
用
が
大
き
か
っ
た
ほ
か
、
三
一
年
の
南

家
三
井
和
子
の
結
婚
に
伴
う
分
与
金
な
ど

も
含
ま
れ
て
い
た
。
こ
の
な
か
で
、
や
や

異
質
な
の
が
、
二
六
年
一
二
月
の
「
物
産
、

鉱
山
、
東
神
株
買
い
受
け
代
金
」
八
一
万

円
と
二
九
年
九
月
か
ら
三
〇
年
二
月
に
か

け
て
三
件
の
銀
行
預
金
へ
の
振
替
が
見
ら

れ
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。

こ
の
う
ち
、
株
買
い
受
け
は
、
三
井
合

名
が
所
有
し
て
い
た
三
井
物
産
株
二
一
〇

〇
株
、
三
井
鉱
山
株
二
一
五
〇
株
、
東
神

第 12 表　社員預金払出（2）同族の私用分 単位：円

金額 うち
甲口 うち乙口 摘要

大正15年12月22日 810,000 物産，鉱山，東神株式買い受け代金に充
当

昭和 2 年 2 月24日 20,000 真盛寺繰替金
　　　　 4 月 6 日 37,500 37,500 貼り紙にて，「成瀬氏恩給一時金残金

額」とあり
昭和 3 年 3 月30日 120,000 120,000 三井弁蔵殿繰替金返済に充当
　　　　10月 2 日 811,500 600,000 小石川様改築費

115,500 北様，祥子様
96,000 新町様，高寔様

　　　　12月21日 886,229 886,229 国債買い入れに使用　「同族会」との貼
り紙あり

昭和 4 年 2 月 7 日 1,000,000 1,000,000 三井弁蔵殿渡方
　　　　 6 月 3 日 510,000 510,000 三井元之助殿建築資金充当

300,000 300,000 三井高精殿本邸買入資金充当
96,524 96,524 三井高寛殿分与金補助額充当
78,670 78,670 三井祥子殿分与金補助額充当

　　　　 6 月27日 125,000 三井守之助殿本邸修繕費引当金
　　　　 7 月22日 44,700 44,700 若葉会館新築建物代に充当。同右付帯諸

設備費に充当
　　　　 9 月14日 800,000 800,000 社員に戻す，社員は銀行定期預金に預入
昭和 5 年 1 月28日 360,877 360,877 銀行預金に預入
　　　　 2 月 8 日 34,653 34,653 銀行預金に預入
　　　　 7 月29日 277,938 277,938 京都鷹ヶ峰土地買入代金に充当
　　　　12月19日 14,000 14,000 三井守之助殿ヘ交付金に充当の為
昭和 6 年 5 月26日 54,897 54,897 三井守之助殿渡倭子分與金補助金に充当
　　　　 8 月 7 日 14,000 14,000 南家三井和子殿婚姻費補助金に充当
　　　　10月 3 日 69,222 69,222 南家三井和子殿分与金補助金に充当

出典）　同前。
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倉
庫
株
二
一
五
〇
株
が
三
井
同
族
に
よ
っ
て
買
い
取
ら
れ
た
際
の
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
三
井
八
郎
右
衛
門
の
所
有
株
数
は
五
九

〇
株
か
ら
六
九
〇
株
に
な
る
な
ど
、
持
ち
株
数
を
本
家
、
分
家
で
一
〇
〇
株
、
連
家
で
五
〇
株
ほ
ど
増
加
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
一
方
、
三
井

合
名
が
こ
の
売
却
に
よ
っ
て
、
合
計
一
七
万
四
〇
〇
〇
円
の
売
却
益
を
計
上
し
て
い
る
（

）
5

。
な
お
、
銀
行
預
金
へ
の
預
け
替
え
の
背
景
と
な
っ

た
事
情
に
つ
い
て
は
、
明
ら
か
に
で
き
る
資
料
を
見
い
だ
し
得
て
い
な
い
。

（
1
）　
七
月
一
五
日
の
預
金
払
出
に
関
す
る
議
案
に
、
七
月
一
五
日
現
在
の
社
員
預
金
残
高
表
が
添
付
さ
れ
た
こ
と
も
、
こ
の
時
の
乙
口
預
金
の
払

い
出
し
が
例
外
的
な
も
の
で
あ
っ
た
こ
と
を
推
測
さ
せ
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
措
置
は
、
見
方
を
変
え
る
と
、
第
三
回
増
資
で
は
甲
口
預
金
の

残
高
不
足
に
よ
っ
て
同
族
の
共
同
財
産
で
あ
る
乙
口
に
増
資
資
金
を
求
め
た
と
い
う
限
り
で
、
内
部
留
保
に
よ
る
増
資
と
い
う
方
式
が
限
界
に

直
面
し
た
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
今
後
の
検
討
課
題
で
あ
る
。

（
2
）　「
社
員
預
金
払
出
ノ
件
」（
昭
和
二
年
七
月
一
五
日
）
三
井
合
名
会
計
課
『
昭
和
二
年
　
会
計
課
議
案
（
税
務
外
）』。
三
井
文
庫
所
蔵
資
料
、

合
名
三
五
六
。

（
3
）　『
三
井
事
業
史
』
本
篇
三
巻
中
、
二
七
頁
、
表
1-

9
に
よ
る
。
な
お
、
ア
ジ
ア
歴
史
資
料
セ
ン
タ
ー
が
公
開
し
て
い
る
昭
和
財
政
史
関
係

の
資
料
に
は
、「
三
井
、
三
菱
関
係
法
人
個
人
負
担
所
得
税
額
調
」（
レ
フ
ァ
レ
ン
ス
コ
ー
ド4347371

）
が
あ
り
、
そ
れ
に
よ
る
と
、
三
井
同

族
の
昭
和
三
、
四
年
度
納
税
額
は
、
同
年
中
の
預
金
払
出
額
を
若
干
上
回
っ
て
い
る
の
で
、
差
額
部
分
は
個
人
資
産
か
ら
の
支
払
が
行
わ
れ
た

可
能
性
が
あ
る
。
ア
ジ
ア
歴
史
資
料
セ
ン
タ
ー
資
料
の
存
在
に
つ
い
て
は
、
研
究
会
で
鈴
木
邦
夫
氏
か
ら
ご
教
授
を
得
た
。
記
し
て
謝
意
を
表

し
た
い
。

（
4
）　
相
続
税
の
支
払
と
い
う
同
族
各
家
に
固
有
の
税
負
担
の
た
め
の
支
出
が
、
乙
勘
定
で
は
な
く
、
営
業
資
産
で
あ
る
甲
勘
定
か
ら
支
払
わ
れ
て

い
る
こ
と
は
、
営
業
財
産
と
共
同
財
産
の
区
分
の
曖
昧
さ
を
示
し
て
い
る
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
こ
の
時
点
で
各
家
の
準
備
金

な
ど
の
積
立
で
は
相
続
税
の
支
払
い
が
で
き
な
い
状
態
に
あ
っ
た
こ
と
は
、
戦
時
期
に
問
題
と
な
り
三
井
合
名
の
異
例
の
組
織
変
更
に
つ
な
が

る
問
題
が
す
で
に
三
井
同
族
に
は
胚
胎
さ
れ
て
い
た
こ
と
を
示
唆
さ
れ
て
い
る
。
今
後
の
課
題
で
あ
ろ
う
。
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（
5
）　「
株
式
売
却
ノ
件
」（
大
正
一
五
年
一
一
月
一
六
日
）
前
掲
『
大
正
一
五
年
昭
和
元
年
　
会
計
課
議
案
並
報
告
　
税
務
関
係
外
之
部
』。
こ
の

株
取
引
で
三
井
合
名
は
、
共
同
財
産
で
あ
る
乙
口
預
金
か
ら
の
資
金
で
株
式
を
買
い
取
り
、
資
産
評
価
益
を
取
得
し
て
い
た
こ
と
に
は
注
意
す

べ
き
こ
と
だ
ろ
う
。

六
　
大
正
一
五
年
税
制
改
正
後
の
所
得
税
支
払
い

大
正
一
四
年
下
期
の
配
当
金
増
額
な
ど
の
措
置
に
よ
っ
て
、
同
族
会
社
認
定
に
伴
う
税
務
当
局
と
の
交
渉
は
一
段
落
を
遂
げ
た
。
し
か
し
、

同
年
の
税
制
改
正
に
よ
っ
て
所
得
税
制
の
枠
組
み
に
変
更
が
あ
り
、
第
一
節
で
み
た
よ
う
に
、
留
保
所
得
を
区
分
し
た
課
税
が
廃
止
さ
れ
、

配
当
所
得
も
合
算
し
た
普
通
所
得
に
対
す
る
課
税
と
な
る
と
と
も
に
、「
同
族
会
社
」
に
つ
い
て
は
、「
配
当
し
た
も
の
と
み
な
す
」
と
の
制

度
を
改
め
、
一
定
限
度
を
超
え
る
法
人
所
得
に
つ
い
て
は
累
進
税
率
（
一
〇
〜
三
〇
％
）
を
課
す
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
改
正
お
い
て
、
法

人
所
得
の
限
度
は
、
普
通
所
得
の
三
割
を
超
え
る
か
、
年
度
末
の
積
立
金
と
当
該
年
度
の
普
通
所
得
か
ら
留
保
し
た
所
得
の
合
計
額
が
払
込

資
本
金
額
の
二
分
の
一
を
超
え
る
こ
と
で
あ
っ
た
か
ら
、
こ
の
時
期
の
三
井
合
名
の
配
当
政
策
に
よ
っ
て
要
件
の
一
は
回
避
さ
れ
て
お
り
、

ま
た
要
件
の
二
に
つ
い
て
も
、
三
億
円
増
資
に
よ
っ
て
、
例
え
ば
昭
和
二
年
度
を
例
に
と
る
と
、
払
込
資
本
金
二
億
二
八
五
〇
万
円
な
ど
課

税
の
基
礎
と
な
る
資
本
金
額
は
三
・
四
億
円
で
、
こ
の
期
の
積
立
金
残
高
一
億
九
四
二
万
円
と
当
期
内
部
留
保
額
四
〇
〇
万
円
ほ
ど
を
加
え

て
も
、
資
本
金
額
の
半
額
一
・
七
億
円
に
は
達
せ
ず
、
留
保
額
の
超
過
に
伴
う
課
税
は
免
れ
て
い
た
。

従
っ
て
、
様
式
が
改
め
ら
れ
た
申
告
書
に
よ
る
大
正
一
五
年
下
期
（
昭
和
元
年
度
下
期
）
以
降
の
課
税
申
告
は
、
第
13
表
の
通
り
、
普
通

所
得
に
対
す
る
税
額
計
算
と
な
っ
た
。

課
税
計
算
は
そ
れ
ま
で
よ
り
簡
素
化
さ
れ
た
が
、
新
た
に
営
業
収
益
税
が
導
入
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
三
井
合
名
の
納
税
申
告
は
、
普
通
所
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得
に
対
す
る
第
一
種
所
得
税
と
営
業
収
益
税
の
二
本
立
て
と
な
っ
た
。
法
人
所
得
に
対
す
る
税
額
は
、
申
告
ベ
ー
ス
で
は
表
示
期
間
中
を
通

し
て
付
加
税
を
含
め
て
五
〇
〜
七
〇
万
円
ほ
ど
で
あ
り
、
税
率
は
付
加
税
込
み
で
六
％
ほ
ど
で
あ
っ
た
。
ま
た
新
設
さ
れ
た
営
業
収
益
税
は
、

適
用
さ
れ
る
の
が
昭
和
二
年
一
月
以
降
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
昭
和
元
年
下
期
に
つ
い
て
二
年
一
月
分
の
み
が
課
税
対
象
と
な
り
、
そ
の
後

は
七
〇
万
円
か
ら
一
〇
〇
万
円
の
水
準
で
あ
っ
た
。
両
者
を
あ
わ
せ
る
と
改
正
前
に
比
べ
て
増
税
と
な
っ
た
こ
と
は
確
か
で
あ
っ
た
。

た
だ
し
、
こ
の
三
井
合
名
の
申
告
に
対
し
て
、
税
務
署
は
い
く
つ
か
の
点
で
費
用
の
認
識
な
ど
に
修
正
を
求
め
て
き
た
。
昭
和
元
年
度
か

ら
の
三
期
間
に
つ
い
て
、
そ
の
差
異
が
生
じ
た
理
由
を
示
し
た
の
が
、
第
14
表
で
あ
る
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
法
人
所
得
か
ら
控
除
さ
れ
て
い
た
重
役
賞
与
金
、
交
際
費
な
ど
否
認
し
、
課
税
対
象
に
含
ま
れ
る
と
認
定
さ
れ
た
。
こ

の
否
認
に
も
か
か
わ
ら
ず
三
井
合
名
は
昭
和
二
年
下
期
ま
で
連
続
し
て
申
告
時
に
は
非
課
税
扱
い
で
申
告
し
て
い
た
。
た
だ
し
、
三
年
四
月

の
報
告
に
よ
れ
ば
、
こ
の
扱
い
は
「
従
前
ヨ
リ
ノ
慣
例
ニ
シ
テ
異
議
ノ
余
地
ナ
シ
」
と
受
け
容
れ
る
姿
勢
を
示
し
て
い
た
（

）
1

。

ま
た
、
株
式
売
却
益
金
に
つ
い
て
は
、「
各
社
員
ニ
売
渡
シ
タ
ル
物
産
、
鉱
山
、
東
神
三
社
株
式
価
格
計
算
ノ
相
違
」
に
よ
る
も
の
で
、

「
当
社
ハ
積
立
金
ヲ
内
輪
ニ
計
算
シ
タ
ル
ニ
対
シ
税
務
署
ハ
各
社
ノ
貸
借
表
ニ
掲
上
ナ
キ
店
内
留
保
金
ヲ
モ
加
算
シ
タ
ル
ニ
因
ル
」
と
説
明

さ
れ
て
お
り
、
こ
れ
も
受
け
容
れ
ざ
る
を
得
な
い
も
の
で
あ
っ
た
。
寄
付
金
に
つ
い
て
は
、
こ
の
時
期
に
一
一
〜
一
四
万
円
の
寄
付
を
行
い

そ
れ
を
課
税
対
象
外
と
し
て
三
井
合
名
は
申
告
し
て
い
た
が
、
そ
の
う
ち
一
部
が
否
認
さ
れ
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ま
で
「
寄
付
金

ノ
損
金
計
上
」
を
認
め
て
い
た
税
務
当
局
が
取
扱
を
変
更
し
（
前
述
の
「
主
秘
第
一
号
通
牒
」
に
よ
る
）、「
同
族
会
社
ノ
寄
付
金
ハ
直
接
営

第 13 表　課税所得計算　大正 15 年下期〜昭和 5 年下期 単位：1000 円

課税所得計算書 15年
下期

昭和 2 年 3 年 4 年 5 年

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

所得計算
損益計算書の益金額 16,966 15,902 14,698 16,129 15,785 16,158 16,984 15,090 13,165
恩給基金積立額 198 215 211 238 211 239 240 227 267
　　小計 17,164 16,117 14,909 16,366 15,997 16,398 17,224 15,317 13,432

損益計算書の損金額 4,350 3,635 4,823 4,892 4,358 4,834 5,521 5,398 4,804
恩給基金払出額 1 2 2 73 10 12 11 16 35
　　小計 4,352 3,637 4,826 4,965 4,367 4,846 5,532 5,415 4,839

差引総所得額 12,813 12,480 10,083 11,401 11,629 11,551 11,692 9,903 8,593

非課税所得 805 646 702 677 596 596 586 644 683
差引課税所得総額 12,008 11,834 9,381 10,724 11,034 10,956 11,106 9,258 7,909
第 2 種所得税控除（加算） 12 12 15 11 13 12 9 8 10
普通所得 12,020 11,846 9,396 10,735 11,047 10,967 11,116 9,267 7,920

同税額 589 592 470 537 552 548 556 463 396
　内第 2 諸所得税控除 △12 △15 △11 △13 △12 △9 △8 △10
　同附加税額 145 146 112 132 136 135 137 146 125
　所得税同付加税合計 734 726 567 658 675 672 683 601 511

　実質所得税率 4.6％ 4.7％ 4.7％ 4.7％ 4.7％ 4.7％ 4.8％ 4.7％ 4.6％
　含む附加税 5.7％ 5.8％ 5.6％ 5.8％ 5.8％ 5.8％ 5.8％ 6.1％ 5.9％

営業純益金計算
営業純益金 12,813 12,480 10,083 11,401 11,629 11,551 11,692 9,903 8,593
　海外収益控除 △24 △21 △52 △3 △34 △63 △75 37 △14
　地租資本利子額加算 34 33 33 36
再差引課税総純益 12,788 12,459 10,031 11,399 11,595 11,523 11,651 9,973 8,615

同税額 71 449 361 410 417 415 419 359 310
地租･資本利子税控除 △39 △34 △39 △31 △34 △33 △33 △36
同付加税額 105 605 441 526 546 537 543 462 394
営業収益税同付加税合計 176 1,015 768 897 932 918 929 787 668

　実質営業税率 3.3％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％
　含む附加税 8.2％ 8.1％ 7.7％ 7.9％ 8.0％ 8.0％ 8.0％ 7.9％ 7.8％

注）　海外収益控除は山林事業収益中の台湾・朝鮮の益金。15 年の営業純益金のうち，課税対象と なったのは，昭和 2
年 1 月分の 211.5 万円であり，税率はこれによって算出。

出典）　『会計課議案（税務関係）』各年より作成。
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第 13 表　課税所得計算　大正 15 年下期〜昭和 5 年下期 単位：1000 円

課税所得計算書 15年
下期

昭和 2 年 3 年 4 年 5 年

上期 下期 上期 下期 上期 下期 上期 下期

所得計算
損益計算書の益金額 16,966 15,902 14,698 16,129 15,785 16,158 16,984 15,090 13,165
恩給基金積立額 198 215 211 238 211 239 240 227 267
　　小計 17,164 16,117 14,909 16,366 15,997 16,398 17,224 15,317 13,432

損益計算書の損金額 4,350 3,635 4,823 4,892 4,358 4,834 5,521 5,398 4,804
恩給基金払出額 1 2 2 73 10 12 11 16 35
　　小計 4,352 3,637 4,826 4,965 4,367 4,846 5,532 5,415 4,839

差引総所得額 12,813 12,480 10,083 11,401 11,629 11,551 11,692 9,903 8,593

非課税所得 805 646 702 677 596 596 586 644 683
差引課税所得総額 12,008 11,834 9,381 10,724 11,034 10,956 11,106 9,258 7,909
第 2 種所得税控除（加算） 12 12 15 11 13 12 9 8 10
普通所得 12,020 11,846 9,396 10,735 11,047 10,967 11,116 9,267 7,920

同税額 589 592 470 537 552 548 556 463 396
　内第 2 諸所得税控除 △12 △15 △11 △13 △12 △9 △8 △10
　同附加税額 145 146 112 132 136 135 137 146 125
　所得税同付加税合計 734 726 567 658 675 672 683 601 511

　実質所得税率 4.6％ 4.7％ 4.7％ 4.7％ 4.7％ 4.7％ 4.8％ 4.7％ 4.6％
　含む附加税 5.7％ 5.8％ 5.6％ 5.8％ 5.8％ 5.8％ 5.8％ 6.1％ 5.9％

営業純益金計算
営業純益金 12,813 12,480 10,083 11,401 11,629 11,551 11,692 9,903 8,593
　海外収益控除 △24 △21 △52 △3 △34 △63 △75 37 △14
　地租資本利子額加算 34 33 33 36
再差引課税総純益 12,788 12,459 10,031 11,399 11,595 11,523 11,651 9,973 8,615

同税額 71 449 361 410 417 415 419 359 310
地租･資本利子税控除 △39 △34 △39 △31 △34 △33 △33 △36
同付加税額 105 605 441 526 546 537 543 462 394
営業収益税同付加税合計 176 1,015 768 897 932 918 929 787 668

　実質営業税率 3.3％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 3.6％
　含む附加税 8.2％ 8.1％ 7.7％ 7.9％ 8.0％ 8.0％ 8.0％ 7.9％ 7.8％

注）　海外収益控除は山林事業収益中の台湾・朝鮮の益金。15 年の営業純益金のうち，課税対象と なったのは，昭和 2
年 1 月分の 211.5 万円であり，税率はこれによって算出。

出典）　『会計課議案（税務関係）』各年より作成。
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第 14 表　所得税の申告額と決定額（昭和元年下期〜2 年下期） 単位：円

昭和 3 年 3 月 3 日決定　第 1 種所得金額並仝税額

摘要 昭和元年下期 昭和 2 年上期 昭和 2 年下期

当社申告普通所得 12,019,695 11,845,613 9,395,675

税務署において増加せる分
　賞与金 409,000 419,000 417,000
　交際費 200,000 210,000 200,000
　寄付金のうち否認 30,000 50,400 21,500
　有価証券売却差益増 117,398
　非課税国債利子中より資本利子税 

控除
15,708 12,924 14,176

　売却国債利子否認 26,730

差引　税務署決定普通所得 12,818,531 12,537,937 10,048,351
　税額 640,927 626,897 502,418

　第二種所得税控除 △12,010 △12,000 △14,538
　差引納税額 628,917 614,897 487,880

昭和 3 年 3 月 3 日決定　営業純益金並同税額

摘要 昭和元年下期 昭和 2 年上期 昭和 2 年下期

営業純益金　当社申告額 12,788,118 12,458,809 10,031,063

　うち昭和 2 年 1 月分 2,154,519

　普通所得決定に於ける増（賞与交際
費寄付金否認等）

756,398 679,400 638,500

非課税:施行地外益金当社申告額 24,399 21,288 51,937

同上　税務署決定額 △92,443 △73,371 △112,242

差引純益金 13,476,472 13,086,125 10,609,258
　うち昭和 2 年 1 月分 2,270,492

地租 1,818 10,810 9,507

資本利子税 3,473 18,003 20,130

営業純益金決定額 2,275,783 13,114,938 10,638,894

税額 81,929 472,137.76 383,000

　地租控除 △1,819 △10,810 △9,507

　資本利子税控除 △3,473 △18,004 △20,130

差引納税額 76,637 443,324 353,363

出典）　昭和 3 年 4 月 20 日報告「昭和元年下期，弐年上期　同下期　当社所得税並ニ営業収益税決定
ノ件」会計課『昭和三年　会計課議案並報告（税務関係）』（三井文庫所蔵資料，合名 358）より
作成。
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業
ニ
関
係
ナ
キ
モ
ノ
ナ
ル
ト
キ
ハ
之
ヲ
会
社
ノ
損
金
ト
認
メ

ス
出
資
者
の
出
捐
同
様
ニ
取
扱
ヒ
課
税
ス
ル
コ
ト
」
に
な
っ

た
こ
と
に
よ
る
否
認
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
、「
直

接
営
業
ニ
関
係
」
が
あ
る
か
ど
う
か
の
認
識
に
お
い
て
、
申

告
側
と
税
務
当
局
に
差
が
あ
り
、
毎
期
の
申
告
に
際
し
て
繰

り
返
し
疑
義
が
出
さ
れ
、
税
務
当
局
と
の
協
議
が
行
わ
れ
て

い
る
。
た
だ
し
、
三
井
合
名
の
基
本
的
な
ス
タ
ン
ス
と
し
て

は
、
異
議
申
立
の
理
由
は
十
分
に
あ
る
と
は
判
断
す
る
も
の

の
、
さ
し
あ
た
り
「
金
額
少
ニ
過
ギ
悪
宣
伝
ノ
材
料
ト
ナ
ル

怖
ア
リ
」
と
し
て
、
同
じ
時
期
に
三
菱
合
資
が
審
査
請
求
し

て
い
る
成
行
を
見
守
り
、「
隠
忍
」
す
る
と
の
方
針
で
あ
っ

た
。こ

の
よ
う
な
申
告
税
額
に
対
し
て
修
正
を
求
め
る
税
務
当

局
の
判
断
は
毎
期
の
よ
う
に
繰
り
返
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、

た
と
え
ば
昭
和
三
年
上
期
に
は
三
井
高
精
の
欧
米
出
張
費
が

経
費
と
は
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
こ
と
、
三
年
上
期
の
漢
城
銀

行
減
資
、
四
年
上
期
の
時
事
新
報
社
減
資
、
五
年
下
期
の
芝

浦
製
作
所
減
資
、
同
じ
く
東
京
発
電
と
東
京
電
灯
の
合
併
に

第 15 表　所得税・営業収益税の申告額と納税決定額 単位：1000 円

3 年上期 3 年下期 4 年上期 4 年下期 5 年上期 5 年下期

申告額
普通所得 10,735 11,047 10,967 11,116 9,267 7,920
　同税額 537 552 548 556 463 396
　同付加税 132 136 135 137 146 125

営業純益額 11,399 11,595 11,523 11,651 9,973 8,615
　同税額 410 417 415 419 359 310
　同付加税 526 546 537 543 462 394

申告税額合計 1,605 1,651 1,635 1,655 1,430 1,225

決定額
普通所得 11,786 11,816 11,766 12,025 10,164 8,651
　同税額 578 577 577 592 500 422
　同付加税 145 144 144 148 160 135 

営業純益額 12,409 12,322 12,318 12,636 10,907 9,388
　同税額 418 420 417 429 366 306
　同付加税 585 588 584 601 512 428 

決定税額合計 1,726 1,729 1,722 1,770 1,538 1,291

申告額と税額の差 121 78 87 115 108 66

出典）　『会計課議案（税務関係）』各年より作成。
注）　決定額の付加税額は，申告における本税と付加税の比率，所得税については昭和 4 年度まで本税

の 25％，5 年度 32％，営業税については，本税の 140％ として決定額の本税から算出した推定値。
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伴
う
損
金
な
ど
が
否
認
さ
れ
た
。
そ
の
結
果
、
第
15
表
の
よ
う
に
申
告
額
と
税
務
署
決
定
額
と
に
一
〇
万
円
前
後
の
差
異
が
生
じ
た
が
、
そ

れ
ら
は
三
井
合
名
の
経
営
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
は
な
か
っ
た
と
考
え
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

（
1
）　
昭
和
三
年
四
月
二
〇
日
報
告
「
昭
和
元
年
下
期
、
弐
年
上
期
　
同
下
期
　
当
社
所
得
税
並
ニ
営
業
収
益
税
決
定
ノ
件
」
会
計
課
『
昭
和
三
年

会
計
課
議
案
並
報
告
（
税
務
関
係
）』
三
井
文
庫
所
蔵
資
料
、
合
名
三
五
八
。

お
わ
り
に

大
正
九
年
税
制
改
正
か
ら
一
五
年
改
正
に
か
け
て
、
日
本
の
所
得
税
制
は
主
と
し
て
法
人
に
対
す
る
課
税
制
度
に
関
し
て
大
き
な
変
革
を

遂
げ
た
。
受
取
配
当
所
得
に
対
す
る
総
合
課
税
に
よ
っ
て
持
株
会
社
も
所
得
税
を
負
担
す
る
所
得
の
範
囲
が
拡
張
さ
れ
、
九
年
改
正
で
は
留

保
所
得
、
配
当
所
得
に
区
分
し
た
課
税
に
加
え
て
超
過
所
得
税
が
創
設
さ
れ
た
。
し
か
し
、
こ
の
枠
組
み
は
、
個
人
株
主
が
受
取
配
当
に
よ

っ
て
増
加
す
る
課
税
所
得
に
対
す
る
総
合
課
税
を
回
避
す
る
た
め
に
、
所
有
株
式
な
ど
を
出
資
し
て
資
産
保
全
会
社
を
設
立
し
て
保
全
会

社
・
同
族
会
社
に
利
益
を
留
保
し
て
課
税
を
逃
れ
る
「
法
人
成
り
」
を
加
速
さ
せ
た
。
そ
の
た
め
、
一
二
年
の
部
分
改
正
に
よ
っ
て
「
同
族

会
社
」
に
対
す
る
特
別
規
定
を
導
入
し
て
、
多
額
の
内
部
留
保
に
対
し
て
は
税
務
当
局
が
「
配
当
し
た
と
見
な
す
」
こ
と
を
認
定
で
き
る
制

度
が
導
入
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
大
正
一
五
年
の
改
正
に
よ
っ
て
留
保
所
得
と
配
当
所
得
の
区
分
が
廃
止
さ
れ
、
法
人
の
所
得
は
区
分
な
く
総

合
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
と
も
に
、
新
た
に
営
業
収
益
税
が
導
入
さ
れ
た
。

現
代
所
得
税
制
の
起
点
と
な
る
と
評
価
さ
れ
る
一
連
の
税
制
改
正
は
、
法
人
企
業
か
ら
み
れ
ば
、
受
け
容
れ
る
以
外
に
選
択
肢
の
な
い
制

度
改
正
で
あ
っ
た
が
、
法
人
税
の
節
税
を
企
図
し
て
「
法
人
成
り
」
を
図
っ
た
多
く
の
資
産
家
層
で
あ
れ
ば
と
も
か
く
、
三
井
合
名
に
と
っ



同族会社認定と所得税負担（武田）

239

て
は
内
部
留
保
を
重
視
し
、
蓄
積
さ
れ
た
内
部
資
金
に
よ
っ
て
自
己
資
本
を
増
加
さ
せ
て
き
た
そ
れ
ま
で
の
財
務
政
策
に
対
し
、
大
き
な
変

更
を
求
め
ら
れ
た
。
そ
の
た
め
、
定
款
を
改
定
し
て
内
部
留
保
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
三
井
合
名
の
処
分
利
益
に
お
け
る
配
当

金
比
率
は
大
正
一
三
年
度
の
一
八
・
七
％
か
ら
一
四
年
度
以
降
に
は
、
八
〇
％
を
超
え
る
高
水
準
と
な
り
（

）
1

、
留
保
所
得
税
が
一
時
的
な
課
税

制
度
で
あ
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
三
井
合
名
は
利
益
金
処
分
に
お
い
て
内
部
留
保
率
を
再
び
引
き
上
げ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。

一
方
、
増
加
し
た
配
当
金
に
つ
い
て
は
増
加
相
当
分
を
社
員
預
金
と
し
て
預
り
、
配
当
金
と
し
て
社
外
流
失
し
た
資
金
を
補
う
こ
と
と
し

た
。
こ
の
社
員
預
金
は
、
従
来
か
ら
の
財
務
政
策
で
あ
る
積
立
金
の
資
本
金
へ
の
振
替
と
い
う
方
式
の
代
わ
り
に
三
億
円
増
資
の
払
込
資
金

と
し
て
払
い
出
さ
れ
た
が
、
そ
れ
だ
け
で
あ
れ
ば
、
三
井
合
名
の
財
務
状
態
を
根
本
的
に
変
更
す
る
必
要
は
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
社
員
預

金
は
同
族
の
所
得
税
支
払
い
や
相
続
税
の
支
払
い
の
た
め
に
も
費
消
さ
れ
、
内
部
留
保
率
の
引
き
下
げ
を
補
填
す
る
機
能
を
制
限
す
る
こ
と

に
な
っ
た
。
そ
れ
は
、
所
得
課
税
の
増
税
を
背
景
と
し
て
、
三
井
合
名
の
資
本
蓄
積
を
制
約
す
る
も
の
と
な
り
、
そ
れ
ま
で
の
よ
う
な
内
部

留
保
を
原
資
と
す
る
増
資
と
い
う
基
本
的
な
構
図
が
維
持
で
き
な
く
な
っ
て
い
た
こ
と
を
意
味
す
る
。
三
井
同
族
会
が
営
業
資
産
と
し
て
社

員
預
金
と
し
て
預
け
て
い
た
金
額
は
、
昭
和
二
年
度
末
に
は
二
九
四
万
円
を
計
上
し
て
い
た
が
、
三
年
度
末
に
は
四
・
五
万
円
、
四
年
度
末

に
は
四
三
万
円
に
過
ぎ
ず
（

）
2

、
蓄
積
資
金
と
し
て
は
不
安
定
で
量
的
に
も
僅
少
と
な
っ
て
い
た
。
高
い
配
当
性
向
が
維
持
さ
れ
た
に
も
か
か
わ

ら
ず
、
同
族
会
か
ら
の
資
金
の
還
流
は
限
ら
れ
て
い
た
（

）
3

。
と
り
わ
け
、
相
続
税
の
支
払
い
に
も
営
業
資
産
に
組
み
入
れ
ら
れ
た
甲
口
社
員
預

金
の
払
出
を
必
要
と
し
た
こ
と
は
、
営
業
資
産
と
い
え
ど
も
同
族
の
資
産
で
あ
る
こ
と
か
ら
み
れ
ば
特
別
な
こ
と
と
は
い
え
な
い
も
の
の
、

そ
れ
ま
で
合
名
会
社
と
同
族
の
資
産
の
区
分
を
明
確
に
定
め
、
年
々
の
収
益
に
つ
い
て
再
投
資
を
優
先
す
る
三
井
合
名
体
制
の
原
則
が
揺
ら

い
で
い
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
後
年
、
相
続
税
支
払
い
の
た
め
に
三
井
合
名
を
三
井
物
産
に
合
併
さ
せ
る
と
い
う
異
例
の
組
織
変
更
を

必
要
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
考
え
る
と
、
そ
う
し
た
問
題
の
端
緒
は
、
こ
の
昭
和
初
期
に
す
で
に
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
っ
た
（

）
4

。
た

だ
し
、
こ
の
よ
う
な
捉
え
方
は
、
昭
和
恐
慌
期
以
降
の
資
料
に
即
し
て
分
析
を
重
ね
る
必
要
が
あ
り
、
そ
れ
は
今
後
の
課
題
で
あ
る
。
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（
1
）　
前
掲
『
三
井
事
業
史
』
本
編
第
三
巻
中
、
二
七
頁
、
第
1-

９
表
に
よ
る
。

（
2
）　
同
前
、
二
九
頁
、
第
１-

11
表
に
よ
る
。

（
3
）　
細
か
な
こ
と
だ
が
、
三
井
合
名
の
利
益
金
処
分
で
は
、
大
正
一
四
年
上
期
か
ら
一
五
年
下
期
ま
で
一
一
七
万
四
七
九
六
円
、
昭
和
二
年
上
期

か
ら
三
年
下
期
ま
で
二
〇
万
円
減
額
し
て
九
七
万
四
七
九
六
円
、
さ
ら
に
四
年
上
期
か
ら
五
年
下
期
ま
で
さ
ら
に
二
〇
万
円
減
額
し
た
七
七
万

四
七
九
六
円
と
後
期
繰
越
金
が
固
定
さ
れ
、
利
益
額
か
ら
役
員
賞
与
と
定
額
の
繰
越
金
を
差
し
引
い
た
全
額
が
配
当
に
充
当
さ
れ
る
と
い
う
、

や
や
奇
妙
な
決
算
処
理
が
行
わ
れ
て
い
る
（
前
掲
三
井
合
名
『
決
算
表
』
に
よ
る
）。
ど
の
よ
う
な
意
図
か
に
つ
い
て
は
、
詳
細
不
明
で
あ
る
。

（
4
）　
三
井
合
名
の
改
組
問
題
に
つ
い
て
は
、
春
日
豊
「
戦
時
体
制
へ
の
移
行
と
財
閥
の
再
編
成
」『
三
井
文
庫
論
叢
』
二
一
号
、
一
九
八
七
年
、

お
よ
び
武
田
晴
人
『
日
本
経
済
の
発
展
と
財
閥
本
社
』
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
二
〇
年
、
二
〇
四
〜
二
〇
六
頁
参
照
。
こ
れ
に
関
連
し
て
、

山
本
一
雄
、
前
掲
『
住
友
本
社
史
』
が
明
ら
か
に
し
た
よ
う
に
、
住
友
家･

住
友
合
資
会
社
で
は
、「
加
算
税
」
対
策
の
た
め
の
配
当
政
策
の

変
更
だ
け
で
な
く
、
住
友
友
純
の
相
続
税
支
払
い
問
題
を
教
訓
に
、
相
続
税
に
関
す
る
積
立
な
ど
の
住
友
家
の
担
税
力
の
強
化
に
配
慮
し
て
い

た
こ
と
が
知
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
動
き
と
対
比
す
る
と
、
三
井
同
族･

三
井
合
名
の
動
き
は
明
確
な
将
来
へ
の
見
通
し
を
欠
い
て
い
た
の

で
は
な
い
か
と
の
疑
い
が
あ
り
、
そ
れ
が
異
常
な
改
組
へ
と
つ
な
が
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
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付表　社員預金払出一覧　　大正 15―昭和 6年 10 月� 単位：円

日付 金額 うち甲口 うち乙口 摘要

大正15年
2 月16日 17,000,000� 合名第 1回払込に充当

869,665� 三井寿太郎家相続税第 1年賦分に充当
1,698,151� 14年社員所得税納付金に充当

9月15日 7,000,000� 合名第 2回払込に充当

12月22日 810,000� 物産，鉱山，東神株式買い受け代金に充当

昭和 2年
2月24日 1,953,491� 1,818,475� 135,016� 社員大正15年度第1,�2,�3,�期分所得税に充当

881,683� 869,665� 12,019� 三井寿太郎殿相続税第 2年賦納付金に充当
20,000� 真盛寺繰替金

3月22日 741,174� 606,158� 135,016� 社員大正15年昭和元年度第 4期分所得税に充
当

219,861� 218,619� 1,242� 三井高達殿相続税第 1年賦納付金に充当

4月 6日 37,500� 37,500� 貼り紙にて，「成瀬氏恩給一時金残金額」とあ
り

5月17日 827,611� 827,611�

7 月15日 4,500,000� 4,500,000� 合名会社資本払込に充当

7月15日 920,580� 764,597� 155,983� 本来積立金ト成ル可キモノヲ税務上配当金ト
スル為メ之ニ課セラルル社員ノ所得税ニシテ
昭和二年第一期分也配当金ハ之ヲ為シ預金ニ
振替アル故ニ前記所得税ハ預金中ヨリ払出支
弁致候

10月21日 922,226� 766,243 155,983� 第 2 期社員所得税引当金　921417.28円，第 1
期分追加　808.44円

11月 4 日 760,000� 760,000� （説明なし）
509,000� 509,000� （説明なし）

12月16日 881,683� 869,665� 12,019� 三井寿太郎殿相続税 5ケ年賦第 3回納付金に
充当

12月27日 2,000,000� （説明なし）

昭和 3年
1月21日 921,304� 765,321� 155,983� 昭和 2年度第 3期分社員所得税及同付加税充

当金

2月28日 472,259� 472,259� （説明なし）

3月19日 1,283,097� 618,842� 11,396� 三井高精殿相続税 5ヶ年賦第 1期分充当
218,618� 1,242� 三井高達殿相続税 5ヶ年賦第 2期分充当
211,756� 4,545� 三井弁蔵殿相続税 5ヶ年賦第 1期分充当
213,319� 3,379� 三井高光殿相続税 5ヶ年賦第 1期分充当

3月19日 921,304� 765,321� 155,983� 昭和 2年度第 4期分社員所得税及同付加税充
当金
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日付 金額 うち甲口 うち乙口 摘要

3月30日 120,000� 120,000� 三井弁蔵殿繰替金返済に充当

7月 4日 805,944� 805,944� （説明なし）

7月17日 685,782� 498,084� 187,698� 昭和 3年度第 1期分所得税及同付加税引当金
3,500,000� 3,500,000� 三井合名出資金第 4回払込金充当

10月 2 日 811,500� 600,000� 小石川様改築費
115,500� 北様，祥子様
96,000� 新町様，高寔様

10月22日 685,781� 498,083� 187,698� 昭和 3年度第 2期分所得税及同付加税引当金

12月19日 881,683� 869,665� 12,019� 三井寿太郎殿相続税年賦第 4回分引当金

12月21日 886,229� 886,229� 国債買い入れに使用　「同族会」との貼り紙あ
り

昭和 4年
1月20日 1,000,000� （説明なし）

1月22日 685,781� 498,083� 187,698� 昭和 3年度第 3期分所得税及同付加税充当金
19,336� 19,336� 昭和 2年度追加分

1月30日 1,500,000� 1,500,000� 合名増資第 5回払込に充当

2月 7日 1,000,000� 1,000,000 三井弁蔵殿渡方

3月19日 685,781� 498,083� 187,698� 昭和 3年度第 3期分所得税及同附加税充当金
630,235� 618,839� 11,396� 三井高精殿相続税 5ヶ年賦第 2期分充当
219,859� 218,618� 1,242� 三井高達殿相続税 5ヶ年賦第 3期分充当
216,301� 211,756� 4,545� 三井弁蔵殿相続税 5ヶ年賦第 2期分充当
216,698� 213,319� 3,379� 三井高光殿相続税 5ヶ年賦第 2期分充当

6月 3日 510,000� 510,000� 三井元之助殿建築資金充当
300,000� 300,000� 三井高精殿本邸買入資金充当
96,524� 96,524� 三井高寛殿分与金補助額充当
78,670� 78,670� 三井祥子殿分与金補助額充当

6月27日 125,000� 三井守之助殿本邸修繕費引当金

7月22日 738,173� 567,954� 170,219� 昭和 4年度第 1期分所得税及同付加税引当金
21,012� 21,012� 昭和 2年度追加分

7月22日 44,700� 44,700� 若葉会館新築建物代に充当。同右付帯諸設備
費に充当

7月27日 4,000,000� 4,000,000� 増加資本第 6回払込引当金

9月14日 800,000� 800,000� 社員に戻す，社員は銀行定期預金に預入

9月28日 1,500,000� （説明なし）
738,173� 567,954� 170,219� 昭和 4年度第 2期分所得税及同付加税引当金

12月14日 881,683� 869,665� 12,019� 三井寿太郎殿相続税年賦第 5回（最終）分に
充当
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日付 金額 うち甲口 うち乙口 摘要

昭和 5年
1月28日 360,877� 360,877� 銀行預金に預入

1,500,000� 1,500,000� （説明なし）
738,173� 567,954� 170,219� 昭和 4年度第 3期分所得税及同付加税引当金

2月 8日 34,653� � 34,653� 銀行預金に預入

3月20日 738,173� 567,954� 170,219� 昭和 4年度第 4期分所得税及同付加税引当金
618,839� 618,839� 三井高精殿相続税 5ヶ年賦第 3期分充当
218,618� 218,618� 三井高達殿相続税 5ヶ年賦第 4期分充当
211,756� 211,756� 三井弁蔵殿相続税 5ヶ年賦第 3期分充当
213,318� 213,318� 三井高光殿相続税 5ヶ年賦第 3期分充当

7月23日 779,495� 599,184� 180,310� 昭和 5年度第 1期分所得税及同付加税引当金

7月29日 277,938� 277,938� 京都鷹ヶ峰土地買入代金に充当

10月18日 2,000,000� （説明なし）

10月22日 779,494� 599,184� 180,310� 昭和 5年度第 2期分所得税及同付加税引当金

12月19日 14,000� 14,000� 三井守之助殿ヘ交付金に充当の為

昭和 6年
1月27日 5,000,000� 第 8 回払込金に充当

779,494� 599,184� 180,310� 昭和 5年度第 3期分所得税及同付加税引当金

3月18日 618,839� 618,839� 三井高精殿相続税 5ヶ年賦第 4期分充当
218,618� 218,618� 三井高達殿相続税 5ヶ年賦第 5期分充当
211,756� 211,756� 三井弁蔵殿相続税 5ヶ年賦第 4期分充当
213,318� 213,318� 三井高光殿相続税 5ヶ年賦第 4期分充当

3月19日 779,494� 599,184� 180,310� 昭和 5年度第 4期分所得税及同付加税引当金

5月26日 54,897� 54,897� 三井守之助殿渡倭子分與金補助金に充当

7月24日 592,506� 414,488� 178,018� 昭和 6年度第 1期分所得税及同付加税引当金

7月25日 3,000,000� 3,000,000� 第 9 回払込金に充当

8月 7日 14,000� 14,000� 南家三井和子殿婚姻費補助金に充当

10月 3 日 69,222� 69,222� 南家三井和子殿分与金補助金に充当

10月20日 592,506� 414,488� 178,018� 昭和 6年度第 2期分所得税及同付加税引当金

出典）　三井合名会計課『会計課議案』各年より作成。
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